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2006年3月 

国際連帯行動のうねり 

■反APEC釜山行動に参加して  

■香港WTOの反対行動   

 

APWSL国際会議 

■メルボルンで書記局会議    

 
世界各地の闘い 
■出口なし？中国労働者の闘い  

■フィリピントヨタ  
 

■レイバーフェスタ盛況  

■大阪から   

■スウェーデンからHej!（5）  

■編集後記   

 

■2005年12月、香港

で開催されたWTO閣僚

会議に対して世界か

ら労働者や農民など

が対抗アクションに

集まった。 

【上段】「WTOは食と農

業から出て行け！」と

訴える抗議者 

【下段】仏教における

最高儀礼とされる三

歩一拝の叩頭の礼で

デモ行進する韓国農

民たち。 
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反APEC釜山行動に参加して 
大畑 龍次（「異議あり! 日韓自由貿易協定」キャンペーン） 

 

私たちは９月中旬から10月初旬にかけて「香港・釜

山にむけて―WTO／FTAを問う全国連鎖行動」と銘打

った反グローバリゼーション運動に取り組んだ。こ

の行動は、韓国の民主労総、全農の活動家を招いた

集会を全国連鎖行動として行ったもの。第一波の９

月行動は、民主労総の趙俊虎（チョ・ジュンホ）さ

んを招いて仙台、いわき、横浜、東京、名古屋、京

都、大阪、広島、福岡の9都市を繋ぐ行動となった。

名古屋では集会後のデモも取り組まれた。第二波の

10月行動は、全農から李尚政（イ・サンジュン）さ

んを招いて長野、新潟、東京、秋田、三沢、花巻を

結ぶ行動となった。前半が労働者中心だとすれば、

後半は農民交流と呼ぶことができよう。 

 こうした前段の行動を受けて反 APEC釜山行動の

現地行動は取り組まれた。日本からの参加は、残念

ながら統一された形にはならなかったが、日本から

は全体で5～60人の参加者になっていたようだ。筆

者が参加したグループは、少数精鋭（？）の5名。

11月17日から20日のスケジュールで釜山に向かっ

た。 

 

釜山は超厳戒態勢 

 

 アジア・太平洋各国からブッシュ、小泉、プーチ

ン、胡錦涛らの首脳が参加することもあって、釜山

は超厳戒態勢だと聞いていた。金海空港に降り立っ

た私たちを出迎えたのは、噂どおりの厳しいチェッ

クだった。5人のうち Dさんがまず呼び出される。

事前に要注意人物のリストに入っていたようだ。D

さんの周りでウロウロしていたせいか、筆者も含め

た2名が同行者として厳重な荷物検査を受けるハメ

となった。他の乗客が無検査で通過するなか、全て

の荷物をチェックされ、本の表紙までがコピーされ

た。片言の日本語を話す私服警官がいたところを見

ると、事前に日本人をチェックする体制にあったこ

とが分かった。Dさんは持参していたビデオ 2本が

怪しいとのことで、別室で上映することになり、留

め置かれてしまった。そんなわけで空港を出るのに

１時間ほどを要してしまったが、没収物がなかった

のが幸いだった。あたふたと国際民衆シンポ会場の

釜山大にタクシーを飛ばした。 

 会場に向かうタクシーの運転手の話によると、前

日にブッシュが来韓したのだが、とんだ大騒ぎだっ

たとのこと。韓国政府が用意した車両を拒否し、大

統領専用機で自分たちの車を持ってきたのだそうだ。

そのうえ、ブッシュが来たのが夕方のラッシュ時だ

ったことから、市内はひどい交通渋滞になったとい

う。テロを警戒するあまり、到着時間を事前に発表

しなかったことが、混乱に拍車をかけることになっ

たようだ。 

 その後の聞き込みによると、メインの18日には、

銀行やロッテ・デパートが臨時休業したのをはじめ、

大手企業や公務員も休みになったらしい。主要な駅

などには、ベレー帽とサングラス、銃を携帯した対

テロ部隊員が二人一組で警備していたし、ボランテ

ィア警備のおじさんやおばさん達がそろいのユニホ

ーム姿で不審者の洗い出しに精を出していた。19日

の朝には、旅館を出てきた我々も「どこへ行くんで

すか」と片言の日本語で私服警察に声をかけられる

しまつ。 

 

熱気溢れる前夜祭から本集会へ 

 

 釜山大学で行われていた「国際民衆フォーラム」

には、終わりの総括会議しか参加できなかった。会

場では分科会の報告のあと、「釜山民衆宣言」が採択

された。 

 夕方から釜山の繁華街西面（ソミョン）の路上で

の前夜祭が行われた。鐘太鼓のサムルノリの賑々し

い登場で始まった前夜祭は、ロック、ラップ、労働

歌謡、ビデオ上映など、音楽と踊りを中心に構成さ

れ、ときおり演説や参加者へのインタビューなどが

行われて闘いへの気勢をあげる。舞台の前、それも

大型スピーカーの前に陣取った私達だったので、鼓

膜への振動は半端ではなかった。深々と冷え込む路

上に座り込んだ前夜祭ではあったが、二時間はあっ

という間に過ぎた。ここで日本から参加した仲間、

連鎖行動での講師だった趙俊虎さんをはじめ懐かし

い韓国の仲間たちにも再会。 
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 翌18日はいよいよ本集会。まず、昼過ぎから部門

別集会が五か所で開かれた。労働者、農民、貧民、

学生・青年、女性の各集会がAPEC会場近くのあちこ

ちで路上集会として開催され、それがデモ行進をし

ながら水営（スヨン）ロータリーで合流し、APEC会

場に向かうというのが当日の段取りだった。私達が

参加した部門集会は農民大会で、この間のコメ開放

のなか「コメ開放反対」「新自由主義反対」などと書

かれた遺書を残して服毒自殺したオ・チュオクさん

の追悼式が行われた後、農民大会が開かれた。ここ

でも歌とスローガンが随所に挟まれながら、全農代

表、全国連合議長、国会議員などの演説が続いた。 

 いよいよAPEC会場へのデモ行進が始まる。8車線

の道路のほとんどを埋めつくしたデモ隊が「APEC反

対」「ブッシュ反対」のスローガンを挙げながらゆっ

くりと進む。水営ロータリーで全ての隊列が合流す

ると、道路は完全にデモ隊列で埋め尽くされ、釜山

市が掲げた「APEC歓迎」の旗が次々と引き裂かれて

いった。デモは警察の規制を全く受けることもなく

前進した。数日前に国会前で繰り広げられた激しい

衝突が頭をかすめたが、いたってのんびりしたデモ

だった。警察の阻止線が見えたのはAPEC会場に向か

う橋の直前だった。大型コンテナを二段重ねて道を

封鎖し、その中央に放水車、その後ろには戦闘警察

がひしめいていた。デモの先頭では、鉄パイプや竹

竿を持ち、投石戦を行われていた。そのうちロープ

がコンテナに縛り付けられて引かれた。しばらくす

ると地響きとともにコンテナが引き倒された。いく

つものコンテナが路上や川に引き落とされ、戦闘警

察とのにらみ合いとなった。昼過ぎに始まった抗議

行動が終わったのは、辺りが暮れかけたころだった。

行動は集約集会ののち解散となった。 

 エネルギッシュな韓国の闘いに触れることができ

たが、この熱気は12月の香港にも引き継がれる。韓

国からは2000名からの香港派遣団が送り込まれる。

日本からも多くの人々が合流する。いざ! 香港へ。 

 

〔資料〕  戦争と貧困を拡大するAPEC反対 

ブッシュ反対汎国民大会決議文 

 戦争と貧困を拡大するAPEC首脳会談が、釜山海雲台ペ

コスコで開かれている。全世界を戦争で脅し、新自由主義

の世界化による民衆強奪の主犯・ブッシュとその同盟者、

多国籍企業のボスたちが集まり、民衆の生存と権利とは関

係ない「彼らの宴」を開いているのだ。盧武鉉政府は、反

民衆の彼らを守るために陸海空一体の作戦を繰り広げ、海

雲台での集会を許さないなど、民衆の声に耳を貸さず、

我々を迎え撃つのは全国から動員された 4万名に及ぶ警

察の棍棒と楯だ。しかし正統性もなく公権力だけを押し出

す彼らは、我々の巨大な歩みと喚声を阻止することはでき

ない。 

 我々は、APECが目指す投資と貿易の自由化に反対する。

野放しの資本の自由化はすでに世界の至るところで経済

危機を引き起こし、多国籍資本とその代理機構はこの経済

危機を口実に過酷な構造調整を民衆に強要し、貧困を量産

している。そのため各国民衆は、こうした「貧困の世界化」

に対し、人間らしい生活と社会的正義のため粘り強い闘争

を続けてきた。その結果、WTO交渉はシアトルでも、カン

クンでも決裂し、12月香港でも同じことになるだろう。

APECで「特別声明」まで採択して WTO交渉の妥結を追及

するとのことだが、これは消え行く火種を消すまいとする

悪あがきに過ぎない。すでに富める者たちだけの利益目的

の世界化は破綻している。 

 我々はまた、APECの対テロ戦争支持に強く反対する。

今日の世界は、ブッシュがリードする対テロ戦争によって

一層の暴力と不安のなかにある。特に、イラク侵略戦争と

占領、虐殺は、帝国主義の野蛮性のもと社会を徹底的に破

壊した。侵略戦争に加担する盧武鉉政府の派兵もまた戦争

犯罪だ。全世界の民衆は、戦争に反対し、占領軍の撤収を

要求している。ブッシュはイラクでの失敗、米国内の反戦

世論の高まり、最近の米州首脳会談で面目をつぶした国際

的な孤立など、最大の危機を迎えている。いまこそ平和を

願う全てのものの団結した闘いで帝国主義の戦争と占領

を中断させ、ブッシュを裁かなければならない。 

 我々は、戦争と貧困の世界化を拒否し、「もうひとつの

世界」を建設するための民衆の闘いと希望を世界化するだ

ろう。我々は次のように要求し、主張する。 

 ひとつ、戦争と貧困を拡大するＡＰＥＣ会議を中断し、

ブッシュは出ていけ。 

 ひとつ、富める者のための世界化を糾弾する。民衆の生

活と権利を保障しろ。 

 ひとつ、米国はイラク戦争、虐殺と占領を中断し、ジャ

イトン部隊は撤収しろ。 

 ひとつ、民衆の団結と連帯で反米、反戦、反新自由主義

の闘いに勝利しょう。                       

  2005 年 11 月 18 日 
戦争と貧困を拡大するAPEC反対ブッシュ反対汎国民大会参加者 
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香港でのWTO閣僚会議対抗アクションに参加して 
寺本 勉（ＡＰＷＳＬ関西・アタック関西グループ） 

 

 

 私は、１２月１０日から１４日まで香港に滞在し、

ＷＴＯ閣僚会議対抗民衆アクションに参加した。関

西では、このＷＴＯ閣僚会議に向けて、香港のＨＫ

ＰＡや韓国の民主労総の代表を迎えての学習会、先

立って闘われた韓国でのＡＰＥＣ反対闘争の報告集

会などをＡＰＷＳＬも加わる形で開いてきた。その

中での現 地行動への参加であった。 

 １２月１１日、「抗議世貿」（コンイー・サイマウ）

の掛け声がビクトリア・パークと香港島の繁華街に

こだました。４０００人近いデモ参加者は、集会場

の ビクトリア・パークから中環（セントラル）にあ

る中国政府ビルまでの非常に長いデモコースを元気

に行進し、香港市民にWTO反対を訴えた。デモ参加

者のおそらく半数はフィリピンやインドネシアから

の移住労働者で占められていたと思われる。海外か

らは韓国、イタリア、日本などの参加者が目立つ程

度。韓国からはまだ中心部隊は到着していないよう

で、５０人ほどの参加。イタリアの労働組合代表約

２０人は、各ナショナルセンター連盟の横幕を掲げ

て参加。日本は、食健連・農民組合から60人以上が

隊列を組んで参加し、マスコミからも大きな注目を

浴びた。私たちは、集会場に「もう一つの世界は可

能だ」の横断幕を広げ、％旗を掲げて集会に参加、

デモ行進では香港の「全球化監察」（グローバル・モ

ニター）の人たちや台湾からの参加者と一緒に、％

旗をなびかせながらデモ行進した。 

  集会そのものは、PA装置の不調からか、後ろの方

（海外からからの参加者はグランドの後方が割り当

てられていたので）では、まったく発言内容が聞き

取れず、各グループもほぼ好き勝手にパフォーマン

スを展開するという感じで、いつ集会が終わったの

かも今ひとつはっきりしないままだった。本集会が

開かれている場所から少し離れた公園内では、ビア

カンペシーナや移住労働者のグループが集会を開い

ていた。私が％旗を持って、郵政ユニオンのS氏と

一緒に立っていると、香港の新聞記者がインタビュ

ーに来た。なぜＷＴＯに反対するのかなどを力説し

たつもりだったのだが、翌日の新聞を見ると写真と

名前入りで掲載されている割には、しゃべった覚え

のないことが書かれていて、少しがっかりした一幕

もあった。 

 中国政府ビル横の総括集会では、本集会で発言が

聞き取れなかったためか、各国からの参加者が発言

を続けていた。夕方からは、再びビクトリア・パー

クに戻り、ライス・フェスティバルのオープニング・

セレモニーに参加、ここでは「Rice Is  Life」が 主

なスローガンだった。セレモニーでは、日本の農民

連が「小泉、御用！」というパフォーマンスを行い、

セレモニー終了後には、お米を材料にしたお菓子な

どがふるまわれ、私も含めて参加者は舌鼓を打って

いた。 

 ８時からは、文化フェスティバルも開かれ、各国

の楽しい歌や踊り、パフォーマンスが展開された。 

 翌１２日は「私たちの世界は売り物ではない（Our 

World Is Not For Sale(OWINFS)）ネットワーク（NGO、

労働組合、農民団体、社会運動団体などで構成され

る WTOに異議申し立てをする国際的なネットワー 

ク）の会議に参加した。ＷＴＯ閣僚会議に反対する

対抗キャンペーンの進め方などを議論しているさな

か、ジョゼ・ボベが空港で入国を拒否され、足止め

を食っているという連絡が入り、参加者の一部は急

遽抗議のため空港に向かったが、結局、彼は入国を

認められ、１３日の集会にも元気に参加していた。 

 １３日は１１日と違い、肌寒い天候の下、ＷＴＯ

閣僚会議開会を迎え撃つ集会が同じ会場で開かれた。

平日のため、11日の集会・デモの多くを占めた移住

労働者の参加が望めない中、それに代わって韓国か

らの大規模な「遠征闘争団」が行動の中心的役割を

占めた。 

 韓国からの参加者は、農民連盟１２００名をはじ
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め民主労総、韓国労総、宗教者、社会運動団体など

実に１５００名以上。デモ参加者の半数近くを占め、

闘いの意気込みも他を圧する勢い。しかし、11時過

ぎからの全体集会には民主労総を除いては参加せず、

公園の別の場所で独自集会を続けていたのはどうし

てなのだろうか。 

 日本からの参加者は、農民連、全日農、北海道農

民連盟など日本各地の農民を中心に、ATTAC、生活ク

ラブ生協、日本消費者連盟や中小組合政策ネット、

全水道、全統一、電通労組、電通合同、郵政ユニオ

ンなどの労働組合等あわせて170名以上を数えた。 

 この日の集会は音響装置も正常に働き、ほぼプロ

グラムどおりに進行、２時前にデモ行進に出発した。

参加者は、５０００人くらいだろうか。１１日と違

って、デモ・コースはＷＴＯ会場が近くに見える海

岸沿いまでの短い距離で、途中何回も路上に座り込

みながらの行進だった。 

 解散地点で集会を行っているとき、韓国の部隊か

ら突然、救命胴衣を身にまとった約１００人ほどの

人々が海に飛び込み、海岸から突き出た形になって

いるＷＴＯ会場まで泳ぎ始めた。マイクでは、「泳い

でＷＴＯ会場に突入を図っている」と伝えられ、デ

モ参加者がワーッと海岸のほうに殺到。私も見てい

ると、救命胴衣を着けた韓国の労働者・農民が海の

中を会場めがけて泳いでいる。中には、韓国国旗を

掲げた人もいて、何名かは会場近くの海岸までたど

り着いたものの、そこで警察当局に拘束されたよう

だった。 

 その一方で、韓国農民の一部は、やぐらを担ぎな

がら、会場へ通じる道路の警察の阻止線に向かい、

そのやぐらに火を放ち、さらにそれを機動隊に向か

って押し倒していって、突破の意思を示した。警察

は消化剤を吹き付けたりして対抗し、その周辺が一

時騒然となる。この韓国遠征団の二つの行動によっ

て、集会は事実上流れ解散的に終了し、この日の行

動を終えることになった。夜のテレビ・ニュースで

も、この海と陸での衝突の模様は繰り返し放送され、

注目を浴びていた。韓国遠征団は、デモの途中で救

命胴衣を配りだすなど、この行動を周到に準備して

いたようである。 

 私たちは、１３日の行動を最後に帰国したのだが、

１７日には香港警察による大規模な弾圧が発生し、

日本からの参加者も含めて大量の拘束者が出た。香

港のＨＫＰＡの努力と全世界からの参加者の闘いに

よって、ＷＴＯ閣僚会議それ自身は大きな進展を見

ることなく終わった。弾圧に対する国際的なキャン

ペーーンも、闘いの広がりを示すものだった。しか

し、閣僚会議以降の動きを見ると、決して予断を許

さない状況が続いている。状況をしっかりウオッチ

するとともに、機敏にＷＴＯに対する闘いを組織す

る必要があることを今回の行動を通じて痛感した。

 
第6回WTO香港閣僚会議を終えて 
秋本陽子（APWSL関東/ATTAC Japan首都圏） 

 

 

会議が始まる直前ですら「香港では何も成果をま

とまらない、閣僚会議宣言ですら出せないのでは・・」

と囁かれていた。日本の経団連をはじめ、多国籍企

業や世界の財界首脳たちは「現在WTO交渉は危機に

瀕している。交渉の前進に向けて各国が譲歩するよ

うに」という声明を発表し、また日本経済新聞など

日本の大手メディアも、日本が主張しているコメな

どの農産品に対する高関税堅持をやめて、日本にと

ってより有益なサービスおよび鉱工業品分野におけ

る交渉の促進のために政府および農業団体は譲歩す

べきである、と盛んに論じていた。 

 結果は「2006年末の一括合意に向けた前進があっ

た」とされ、WTO崩壊の噂は消えた。 

 農業交渉では、先進国の貿易歪曲的な補助金の削

減、2013年までに輸出補助金の撤廃、非農産品（鉱

工業品）交渉では、関税の引下げ方式としてスイス・

フォーミュラの採用（一律○％という引下げではな

く、個別品目ごとに異なる係数を用いる。従って高

関税品目ほど引下げ幅が大きい）、またサービス交渉

では、従来の二国間交渉に加えて、複数国間交渉（利

害関係国同士が集まって交渉を行うこと）が承認さ

れた。さらに、途上国（LDC）に対しては2008年ま

でに無税無枠（関税なし、輸入量制限の撤廃）の供

与が確認された。 

 香港会議では、世界の人々の関心が農業交渉に向

けられていた。途上国のほとんどは、農業で先進国

が譲歩しなければ非農産品、サービス交渉では譲歩

しない、と宣言していた。ところが、農業交渉の裏
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で、非農産品とサービスの分野で数々の非公式会合

が進められ、いつの間にか、途上国の代弁者であっ

たはずのインドとブラジルが、先進国の側にまわり、

交渉テーブルに着くよう途上国の説得に乗り出すと

いう事態になっていた。 

 会議最終日の18日午後、閣僚会議宣言の採択直前

に前代未聞のハプニングが起きた。いきなりベネズ

エラの女性の副外相が登壇して宣言に留保を表明し、

キューバもそれに続いた。この土壇場の両国の行動

が確かにWTOの将来を占うものになった。先進国の

プレッシャーにうんざりしていた途上国が孤立して

いないことを証明したからである。しかしながら、

それでも宣言は採択された。閣僚会議宣言に盛り込

まれた確認事項がどの程度実行性のあるものかどう

かは、今後の交渉にかかっている。 

 1月末に世界経済フォーラム（ダボス会議）で、

25カ国の貿易大臣が集まって非公式閣僚会議が開

かれた。協議の焦点は農業よりも非農産品とサービ

ス交渉であり、現行のドーハ開発ラウンドを成功さ

せるために、今後はより現実的かつ具体的にトレー

ドオフ交渉を進めていくことが確認されたという。 

 WTOが目指している自由貿易が不平等、不公正な

ものであることは明らかである。WTOは「自由」と

いう名のもとに強者が弱者を徹底的に食い尽くして

しまう貿易システムである。2005年 12月、香港で

は、香港をはじめ世界中から集まった約15,000人の

民衆がWTOにノーを突きつけた。 

 18日未明、香港警察は、路上で歌を歌い、踊った

りしながら世界の首脳たちに「我々の声を聞いて欲

しい」と平和的な呼びかけていた韓国の農民など数

千人の人々に催涙弾を放った。そのうち約1,300名

を逮捕し、30時間以上身柄を拘束し、そのうち 14

名を起訴した（後に11名の起訴は取り下げられ、14

名全員が釈放）。 

 この香港警察の過剰な行動は、WTO交渉に疑問を

持っていた世界の人々を行動に奮い立たせるきっか

けを与えてしまった。路上集会の参加者たちは、暴

動を起こしたわけではない、商店などを襲ったわけ

でもない、誰も傷つけていない、WTOに抗議するた

めに、ただそこにいただけである、それなのになぜ

逮捕して起訴、拘留するのか、という疑問や抗議が

世界各地から香港警察、検察、また海外の中国大使

館に届いた。国際自由労連（ICFTU）、国際公務労組

（PSI）などの労働組合や様々なNGOが拘束された仲

間たちの即時釈放のために行動を起こした。とりわ

け、起訴された12名が「起訴取り下げ、即時帰国」

を要求して香港でおこしたハンガーストライキは国

際的な共感を呼び、WTOとは「何もしていない無抵

抗の人々をこれほどまで徹底的に痛めつけるものな

のだ」ということを証明するものになった。 

 WTOに反対して香港に集まった民衆の闘いは公正

な貿易を目指してWTOが存続する限り今後も続く。 
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APWSL国際会議 

ＡＡＷＬ（オーストラリア）の活動に触れる 

山崎 精一（APWSL 東アジア地域調整委員） 

 
 私は10月21日から27日までオーストラリアのメルボ

ルン市に行き、APWSLの書記局会議に参加してきました。

この会議が開催されることになった経緯についてまず説

明します。 

 

書記局会議開催の経緯 

今年の 5月末にマレーシアのクアラルンプール市で開

催された総会では APWSLの存在そのものが問われていま

した。当時の書記局からは資金がなくなったためにAPWSL

を解散せざるを得ないという提案が出されていました。こ

れに対して日本、タイ、韓国などの各国委員会から草の根

の労働者の国際連帯のネットワークを存続させたいとい

う意見や提案が出され、総会では乏しい予算の下でも

APWSLの活動を継続しようということになり、新しい調整

委員と共同議長一人が選出されました。しかし、もう一人

の共同議長はオーストラリアから女性を選出することが

確認されただけでした。 

その後、8月になってオーストラリア委員会であるAAWL

からグイニス・エバンスさんを共同議長に選出したという

報告がありました。グイニスさんは食肉産業労組の専従で

労働安全衛生の専門家であり、1999年のコロンボ総会に

参加している人です。三人の書記局が揃ったのでこれから

の活動内容を具体化するための早急に書記局会議を持つ

必要があったわけですが、これまでのように書記局会議を

開催する費用がありません。そこで、AAWLが場所と費用

を提供することを申し出て、総会後約半年で書記局会議開

催が実現したわけです。 

書記局メンバーの三人以外にメーリングリスト管理人

の私とTIEアジアのアイリーン・ザビエルさんがオブザー

バーとして参加するよう招待されました。APWSLの今後の

活動にとってメーリングリストやウェブサイトの利用が

重要であることがクアラルンプール総会で確認されてお

り、具体的には日本と韓国で担当しているウェブサイトの

立ち上げについて協議するのが私の役割でした。TIEはク

アラルンプール総会の費用を提供し、総会運営を実質的に

担ってくれたこともあり、またアイリーンさんが熟練した

NGO活動家であることから、その助言とAPWSLへの援助を

引き続き受けたいということで、招待されたようです。 

クアラルンプール総会では APWSLを維持していくため

に各国から連帯カンパを集めることが決定されています。

日本委員会は前期の会計報告が出さされば年 500米ドル

をカンパすることを今年の総会で決定しています。AAWL

は書記局会議開催に必要な2000米ドルを負担することで

今年の連帯カンパとすることを決めたそうです。AAWLは

2002年のバンコク総会で APWSLの規約改正を提案し、そ

れが全て否決されたために、その後の3年間は積極的な関

わりをしてきませんでした。したがってクアラルンプール

総会でも役員は出さないということを事前に態度決定し

て望んだそうです。ところがこの総会でAPWSL存続にかけ

る各国委員会の熱意を見て役員を出すことになり、さらに

書記局会議をホストするまでになりました。これは AAWL

が APWSLに対して前向きに関わる方向に転換したことの

現れであり、歓迎するべきことです。 

 

AAWL とは? 

AAWLとは Australian Asian Workers Linkの略称であ

り、APWSLのオーストラリア国内委員会を兼ねています。

オーストラリアのナショナルセンターのACTUの地方組織

であるビクトリア州労働組合会議(VTＨC)内部の一組織で

す。VTＨCが国際連帯をやるために 1981年に結成した団

体です。APWSLより前から存在していて、APWSLが出来て

から組織としてAPWSLに加盟しました。従ってビクトリア

州内の各産別労組が労組として加盟しています。一方で個

人も会費を払って加盟しています。組織も個人も加盟して

いる点では日本委員会と同じです。異なるのは実質的にナ

ショナルセンターの国際部のような役割を果たしている

点です。ＡＡＷＬのホームページを見るとＩＣＦＴＵや各

国際産別とのつながりが深いことが分かりますし、日本の

リンク先は残念ながら日本委員会ではなく連合になって
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います。一方で草の根の国際交流先としてＡＰＷＳＬが位

置付けらけれている感じです。 

事務所も世界で一番古い現存の労働組合会館であるビ

クトリア州労働組合会館の中にあり、二部屋続きで、各国

の資料がきちんと整理されていました。専従職員は昔はい

たそうですが、現在は資金難のため専従はいません。とは

いえ、ボランティアで交代に誰かが詰めるようにしている

ようです。滞在中は若い女性のジゼルさんが専従のように

事務所で切り盛りしていましたが、この人は学生で、AAWL

が持っているラジオ番組のレポーターもやっていました。 

ＡＡＷＬは毎月全体会議と執行委員会を各一回定期的

に開催しています。その他にも数多くの国際連帯・交流行

事が毎月会員にメールで流されています。執行委員名簿を

見ると26人の名前があり、一人一人に任務が割り振られ

ています。国別担当を見ると、パプアニューギニア、東チ

モール、フィリピン2人、韓国2人、中国・香港、マレー

シア、インドネシアと計 9人もいます。26人の中で名前

から見て女性と思われる人が12人います。この2点を見

ただけでも日本委員会とはかなり様相が違う事がお分か

りいただけるかと思います。 

ＡＡＷＬが労働組合運動の主流と草の根の両方で国際

連帯に取り組んでいる点が日本委員会との基本的な違い

ですが、似ている点もあります。それは中心になって活動

しているのは組合代表より個人の活動家の方だという点

です。グイニスさんや日本総会からの古株であるデービッ

ド・クッションなどは組合代表ですが、マンリコ・モロや

ジゼルのように書記局的な活動をしている人や書記局会

議で積極的に発言していた人たちは組合を代表している

人たちではありませんでした。 

またもう一つ日本委員会と似ている点はメンバーに左

翼の活動家がたくさんいる点でした。しかしここでの違い

は皆公然と自分は何党だと名乗っている点でした。海外ゲ

スト4人をホームステイさせてくれたアンドリュー・アー

ビングさんは共産党のメルボルン代表でした。この人は建

築関係の仕事を個人で請け負いながら、ＡＡＷＬ事務室の

二つ隣にある共産党の事務所に半専従的に詰めていまし

た。 

 

労働関係法改悪 

オーストラリアではハワード政権が労働関係法の全面

的な改悪を提案してきており、政府と組合の一大対決を迎

えています。この労働関係法改悪に反対する全国統一行動

が当初10月に予定されており、これに合わせて書記局会

議の日程が設定されていました。しかし、この行動は 11

月15日に延期されたため、残念ながらこの大衆行動には

参加できませんでした。しかし、どこの集会、組合に行っ

ても11月15日の行動のポスターや呼びかけが一杯で、空

気が入っている感じでした。11月 15日には全国で 55万

人、メルボルン市で21万人がストライキに立ち上がり、

デモで各都市を埋め尽くした、と伝えられています。メル

ボルンは周辺市を含めて人口300万人なので、横浜だけで

21万人の労働者がデモ行進することを想像していただき

たい。 

オーストラリアでは19世紀末から労使紛争仲裁制度が

確立し、この制度の下での裁定（アウォード）が産業毎の

労働条件の基本を規定してきました。1990年代に入り、

国民党政権は数度にわたり労働関係法を改悪し、このアウ

ォードの規制力を殺ぎ、労使交渉による協約により労働条

件を決める方向に持ってきていました。それでもイギリス

やニュージーランドに較べるとまだまだかつての組合の

規制力が残っており、それを残らず叩き潰そうとするのが

今回の提案です。 

滞在中に改悪内容を詳しく聞く暇はなかったので、もら

ってきた資料により改悪内容を列挙します。 

○ 無記名によるストライキ権投票の義務化 

○ 産業別交渉の廃止 

○ 企業別協約、個人別協約の推進 

○ 労働組合が職場に入る権利を制限 

○ 100 人以下の小企業の労働者には解雇制限なし 

○ アウォードから人員整理手当、時間外手当率、長期勤

続休暇に関する規定を削除 

 

この全労組あげての闘争の最中に外国からの訪問を受

け入れてくれたＡＡＷＬの度量と気構えに感心しました。 

 

公開の日 

私のメルボルン滞在は 5日間でしたが、その他の人は

10日にもわたる長期のものでした。ＡＡＷＬの公開の日

と書記局会議を中心にし、各労働組合訪問、集会参加とＡ

ＰＷＳＬ調整委員パラットさんのための研修を組み合せ

たプログラムでした。 

私がメルボルンに22日土曜日の朝早く到着し、そのま

ま『公開の日』の集会に参加しました。これはＡＷＷＬの

活動を組織外の人に知ってもらうための取り組みです。朝

10時から 6時までびっしりと集会と分散会があり、夜は

資金集めを兼ねた夕食会でした。8時間ぶっ続けの会議で

したが、そんなにきつい感じはしませんでした。全体会と

まとめの間に分散会が 3回あるのですが、それぞれが 1

時間ほどで、聴く一方ではなく活発な討議があり、ティー

ブレークもたっぷりあり、きびきびとした集会という印象

です。最後のまとめで、各分散会からＡＡＷＬの活動で取

り上げてもらいたい課題の提案が報告されます。それを凄
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い短い時間で討議し採決し、取り上げるかどうかを決めて

いきます。決まった提案はＡＡＷＬの執行委員会に報告さ

れ、受け入れるかどうか決定されるそうです。会員以外の

人が参加する会議から活動の提案を受けるというのは面

白い考えだと思いました。ＡＡＷＬの活動を広めようとす

る「公開の日」の取り組みとして意味のあることだと思い

ます。 

夕食会は場所を移し、海員組合会館で行われました。集

会には参加していなかった人もたくさん参加していまし

た。日本と違い、挨拶も乾杯もなく、食事が始まり、ひた

すら食べ、飲みます。ビクトリア労働組合会館には立派な

パブがありましたが、ここにもホールにカウターがあり生

ビールが提供されていました。食事が終わったところで、

クアラルンプールの TIE会議に参加していたミシェルさ

んが立ち上がって立派なスピーチをして海外ゲストを紹

介し、ゲストが一言ずつ挨拶して終わりです。後は音楽の

ライブ演奏が始まり、帰る人は帰る、飲む人は飲む、共同

議長のチャン・チャンウォンさんのように踊る人は踊ると

いうスタイルです。 

組合員の会議、活動家の会議、労働安全衛生の集会とい

ろいろ参加しましたが、必ず休憩時間にはお茶とお菓子が

用意され、集会後には昼食、夕食が準備されていました。

自分で用意したもの、出前と両方ともありましたが、簡単

な料理ながらエスニック料理が多く、楽しめました。ビー

ルとワインも必ずついていました。集会や会議の持ち方に

も余裕が感じられました。 

 

清掃職場訪問 

今回、ＡＡＷＬから組合訪問の希望を事前に聞いてきた

ので、清掃現場の訪問と清掃労組との交流を希望しました。

その結果23日の月曜日、一日の清掃職場訪問が実現しま

した。朝8時に向こうの自治労であるサービス労組の事務

所に集合し、オルグのバリー・ミラーさんに案内してもら

いました。清掃事務所に行き、ごみ収集り車に乗り、収集

現場を回り、埋め立てまで行きました。リサイクルごみの

選別センターと被服のリサイクルセンターを回る事がで

きました。この見聞した内容はまた別の機会に報告したい

と思います。ここでは二点だけ報告します。 

メルボルン市ではごみは車のついた大きなごみ容器に

入れて、各自が家の前の歩道に出しておきます。大きな

10トンの清掃車が来て、運転席の後ろからアームが出て

きてごみ容器を持ち上げ、運転席の後ろの投入口にごみを

開け、ごみ容器をもとに戻します。そう、無人収集なので

す。腰痛から解放されますが、収集の仕事もなくなってし

まい、運転手だけなのです。これは衝撃的でした。その後、

日本に帰ってからニューヨーク市でもこれが導入されよ

うとして反対闘争が起こっていることを知りました。日本

では道路、住宅事情が違うのでこの無人収集は不可能だと

は思いますが、油断はできません。因みにこの清掃車はい

すず製でした。 

もう一点は清掃差別についてです。この時の運転手さん

と埋め立て地までごみを運ぶ間同乗して話をしました。清

掃の仕事は尊敬され、うらやましがれているということで

した。公務員の中でも給料が良く、昼で仕事が終わって家

に帰れる、二つ目の仕事も可能だ、自分の息子も清掃をや

っていると誇らしげに話していました。 

私はこれまで海外に数多く出ていますが、自分の仕事で

ある清掃事業の現場を訪問し、清掃労働者と交流したのは

これが最初です。ぜひこれからは清掃現場を見て回り、組

合としての国際交流につなげたいと思いました。 

 

最後に 

今回オーストラリア訪問するのは初めてでした。メル

ボルンを5日間見ただけで、広大なオーストラリア大陸の

ほんの一部を覗いたに過ぎません。しかし、ＡＡＷＬが用

意してくれた盛りだくさんの日程からいろいろなことを

見ることができました。また今回は全部ホームステイでし

た。自由時間が全くなく大変厳しい旅行でしたが、ホテル

滞在では味わえない普通の労働者の生活を経験すること

もできました。こちらが学ぶだけではなく、ＡＡＷＬやそ

のメンバーにも何がしかの貢献をすることもできたよう

です。12年ぶりの日本とオーストラリアとの交流でした

が、次はそんなに間を置かないので実現するようにしたい

と思っています。一番大事な書記局会議についてはＡＡＷ

Ｌが作成した報告書の翻訳を掲載することで報告としま

す。これをお読みいただいた後で、その問題点・課題につ

いて議論することにしましょう。 
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ＡＰＷＳＬ書記局会議 議事録 

2005年10月23日―25日 オーストラリア・メルボルン市 

 

出席  共同議長 チャン・チャンウォン  グィニス・エバンス 

     調整委員 パラット・ナナコーン 

     東アジア調整委員  山崎 精一 

     TIE アジア代表 アイリーン・ザビエル、他ＡＡＷＬメンバー11 人  

 

1 日目  10 月 23 日 9 時から 5 時 

 

議決権は書記局の三名だけが持ち、その他の参加者は発言権のみ持つことを確認した。 

議事はＡＡＷＬ執行委員会議事規定に準拠して行われた。 

 

報告事項 

1. ムンバイでのＡＰＷＳＬ会議    略 

2. クアルルンプール総会       略 

3. 総会以降の経過 とりわけ財政状況 

○ 総会の後、2133US ドルが新書記局に手渡された。 

○ その後の主な支出は電話、Ｅメール、交通費などの事務費用である。 

○ 現在残高は 750US ドル 

○ マンリコがＡＰＷＳＬの財政状況の歴史を説明した。 

○ 日本委員会は会計報告が提出されるという条件が果たされればの連帯カンパ 500US ドルを毎年行うことを決定してい

る。 

○ オーストラリア委員会は今回の書記局会議と調整委員の研修計画に 1200 ドルを支出した。 

議決内容 

① 前書記局から会計報告を求める努力を再度行うこと。 

② パラットとスリパイの連名の銀行口座を暫定的にＡＰＷＳＬの銀行口座として認定する。 

③ APWSL 名義の銀行口座をバンコクに開くための条件を調査する。 

④ この後のＡＡＷＬによる研修を受けて、新しい活動報告作成手続きを確立する。それには書記局に三ヶ月毎、各

国委員会には毎年会計報告を提出することが含まれる。 

⑤ オーストラリアでの研修の間に、調整委員は予算案と第一回の会計報告を作成する。 

⑥ ＡＰＷＳＬとしての会計監査手続きを確立する。 

⑦ オーストラリアでの研修中にＡＰＷＳＬのロゴとレターヘッドを作成する。 

＊議事を 10 月 24 日午後 5 時まで休会とする。 

 

2 日目  10 月 24 日 5 時から 8 時 

 

議題 ＡＰＷＳＬの情報通信 

1 Ｅメール 

現在ＡＰＷＳＬメーリングリストが機能しており、山崎が管理人を務めている。現在、クアラルンプール総会の参加

者がメンバーで約４５人が登録されている。山崎から誰を登録するのかという問題が提起された。 

 現在のところメンバー管理の原則は以下のとおり。 

○ メールが 10 回戻ってくるとアドレスを削除する。 

○ ＡＰＷＳＬ会員でないアドレスは除く。 
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・誰を名簿に加えるのかという問題はＡＰＷＳＬの会員資格と関連する問題であり、政策的な検討が別に必要である。 

・韓国から送られてきているもう一つのＡＰＷＳＬメーリングリストが混乱を引き起こしている。そこでこちらは名称をＡＰＷＳＬ

韓国メーリングリストと変え、国際ＡＰＷＳＬネットワークのメーリングリストは一つだけにする。 

・各国内のメーリングリストについて議論があった。誰を名簿に加えるかは各国の判断とする。 

 

2. ウェブサイト 

  ウェブサイトの立ち上げには時間が掛かったが、8 月にＡＰＷＳＬ韓国の努力により完成した。このウェブサイトはレイバーネッ

ト・アジアの中に作られている。その過程で問題が発生しており、それはウェブマスターの問題である。現時点では誰でもログイン

してページを書き換えることができる。これは制限されなければならない。 

  メーリングリストとウェブサイトの確立により各国間の通信が促進されると期待されている。 

  メーリングリストの情報はまず会員に配布され、その後その情報をより広いネットワークに流すべきである。 

  ウェブマスターはページを作ったり情報を提供する能力のない人たちに、訓練などを通じて援助を与えるべきである。 

  メーリングリストに流れるメールにはウェブサイトの詳細が掲載されるべきで、ウェブサイトとメーリングリストとの間には強いつ

ながりが必要である。 

  チャン・チャンウォン師は韓国ＡＰＷＳＬとレイバーネット韓国の両方の調整委員である。日本でもＡＰＷＳＬ日本委員会とレイバ

ーネット日本は協力し合っている。オーストラリアではレイバーネットのようなサイトはたくさん存在している。現時点ではオーストラ

リアはＡＡＷＬとしてウェブに参加することになる。 

 

議決内容 

1. ＡＰＷＳＬ日本委員会がメーリングリストを運営し、書記局と相談の上、維持発展させる上で必要な決定を行う。 

2. ＡＰＷＳＬ韓国委員会が国際ＡＰＷＳＬウェブサイトを運営し、書記局と相談の上、維持発展させる上で必要な決定を行

う。 

ウェブサイトは各国委員会のウェブサイトをつなぎ、ウェブサイトを持っていない国の情報を掲載する。 

＊議事を 10 月 25 日午後 6 時まで休会とする。 

 

3 日目 10 月 25 日 6 時から 8 時 40 分 

 

議題 パラットへの支援 

・今回の研修を通じて調整委員の活動の基本的費用は月に 250 ドルと決定された。これには電話、部屋の賃料、インターネット、

事務費と旅費が含まれ、給与は含まれていない。 

・連帯カンパの問題が再度議論された。韓国は年 300 ドル。日本は年 500 ドルただしきちんとした会計報告体制が確立されるこ

とが条件。オーストラリアは今回の訪問のために既に 2000 ドルの貢献した。 

 

決議内容 

1.  残り少ない予算を国際ＡＰＷＳＬの事務所のための賃貸料に使うより、調整委員の給与と自宅での事務費用に使うべきで

ある。 

2. 残り予算 750 ドルの内、パラットに月給として 100 ドルを 6 ヶ月支給する。 

 ａ 残りの 150 ドルを管理費用に使う。 

 ｂ これからの 6 ヶ月間の収入は全て使用しないで取っておく。 

 ｃ 6 ヶ月後にこの決定の見直しを行う。 

3. ＡＰＷＳＬ調整委員に女性指導者研修を与えるという TIE アジアと CAW の申し出を了承するが、実際に受けるかどうかはパ

ラットの判断による。 

 

議題   次回会議 

1. 香港での反ＷＴＯ会議の前に電話による書記局会議を行う。 

2. 2006 年 5 月 7 日にバンコクで地域調整会議を開催する。 
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特別論文 

出口なし？―中国労働者の闘い 

アジアモニター資料センター長 

アポ・リョン（Apo Leong） 

 

ピープルズ･プラン研究所 2005 年シンポジウム 

中国と日本――遠くて近い未来の仲間 WTO より良い『私たち』の関係を見つけよう 

2005 年 11 月 27 日（日） 東京白金台 明治学院大学にて 

 

はじめに 

 

甘粛省出身の季節労働者ウォン・ビンユは、処刑される

直前、最後の言葉として記者たちに言いました。「俺たち

季節労働者に保護政策があることは知っている。ところが

地方政府はそれを実行しないものだから、俺たちの権利は

誰も守ってくれないのさ。俺たちを取り巻く連中が、俺た

ちを見下すのを止め、寛大な心を持ってほしいものだね。」

彼の罪は、一年ものあいだ賃金を支払わず、毎日午前７時

から午後７時まで厳しい労働を常に強いてきた自分の雇

用主と他の四人を、刺し殺そうとしたことでした。1 

ピンという人物は、その前日、30分近くボスに跪くこ

とを強制されました。その理由は、彼女が、長時間労働と

低賃金に耐えられなくなった自分の同僚を、広東省ナンハ

イの工場から逃亡させようと、手助けしたからでした。「私

は罪人？まちがったことをした？」16才の労働者はそう

問いかけました。2 

 こうした話は、今日の中国内外で報じられる日常茶飯事

ですが、労働者が虐待され反撃した産業革命初期の生々し

い記憶を思い出させます。こうした話はまた、右翼の政治

家や保守派の労働組合活動家、宗教原理主義者、保護貿易

主義者などの中国バッシングの仕掛け人の手で、頻繁かつ

広範に取り上げられ、彼らの都合よく使われています。3 

しかし、中国の活動家は、こうしたケースは目新しくもな

ければ警戒心を起こさせるものでもない、と言います。と

いうのも、巷に広まったインターネットと地方出版物のお

かげで、社会の不公正に関して、とりわけ中国の労働者の

闘いについて、認識は広まりやすくなっており、情報は容

易に共有されるからです。残念ながら、中国支持者や新自

由主義者は、このようなことは移行期の問題であるか、こ

の20年間で市場経済を建設した中国の奇跡の経済成長に

とって避けられない犠牲であるか、どちらかだと弁解する

                                                        
1 2005年 9月 4日付、新華社ネット 
2 2005年 11月 6日付、”We Observe the World”（私達は世界を
観察する）ウェブサイト 
3 Rivoli, The Travels of a T-shirt in the Global Economy, 2005 
ライヴォリ「グローバル経済下の Tシャツの旅」2005年 

のです。 

 

雇用関係 

 

伝統的な考え方にもとづけば、1950年代以降、中国に

「労使関係」なるものは存在しません。資本家階級の多く

が中国から大挙逃亡し、残った者もそれに続く政治キャン

ペーンで公職を追放され、最後に全員自分の資産を政府に

引き渡さねばならなくなったことで（1956年の集団化）、

この階級はいなくなっていったからです。クライマックス

は、文化大革命のさなかでした。旧資本家階級に属する者

たちとその協力者は、革命委員会の厳重な監視下におかれ

（いわゆる「プロレタリア独裁」）、生産手段は国家が完全

に掌握して、その下で全ての労働者大衆は社会の主人とな

りました。 

この結果、国営あるいは集団所有部門のなかの経営管理

側と労働側の関係を表わすのに、「laodong」（労働）関係

という言葉が使われるようになります。1978年に始まっ

た経済改革以降、民間部門ないし官民共同事業が労使関係

の地平に再び現れました。この新しい関係を表わすために

は、「laozi」（労働―資本）関係という用語が使われてい

ます。4 

失業問題に関しても、「政治的に正しい」アプローチが

用いられます。改革前は、国家は、「健常」者全員に職を

提供するように委託されているわけですから、「失業」な

どというものはありません。学生は、卒業するや所定の仕

事を配属されます。一旦雇用されると終身雇用関係となり、

「揺りかごから墓場まで」の社会保障や、かなりの額とな

るさまざまな助成金がそれを支えるのです。1956年、労

働者の90%以上が永久雇用となりました。かくして、労働

者は所属する職場の部署に自分を同化し、非常に誇らしく

自己紹介していました。「社会主義国家に失業はない、そ

れは資本主義社会でしか起こらない」は、かつてさまざま

な教科書で引用された有名な一文で、社会主義教育の講義

                                                        
4 Chang ed, Labour Relations Science, 2005 チャン編「労働関
係の科学」2005年 
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で繰り返し使われました。他方で、求職中とか「xiagong」

（レイオフ／一時解雇）という言葉は、実際の失業状況を

覆い隠すために用いられています。1994年には、政府は、

失業が社会主義国に存在することを、公に認めざるをえな

くなり、その公認数値（2.8%）5 を発表しました。しかし、

隠された失業は依然として認められておらず、余剰労働力

として分類されるか、他の名前で呼ばれているのです。 

旧体制の下での別の問題は、誰が「資本」または「雇用

者」を代表するのか、ということです。従来、人びとは職

場単位あるいは雇用単位で二つの明確なグループに分け

られ、一方は「幹部または職員」、他方は「労働者」と呼

ばれていました。通常、前者のグループは管理する者を、

後者は管理される者を指しています。しかし、国家部門の

管理者は生産手段を所有していないのですから、たとえ比

較的高い給料と利益を享受していても、理論上も実際上も

労働者と等しく社会主義経済に貢献する立場なのです。 

厳密な意味では、ILOの理解による三者構成システムを、

国家部門はとることができません。なぜなら、雇用者と被

雇用者あるいは資本と労働という、基本的な対立がないか

らです。たとえ何か矛盾が起こったとしても、それは「階

級闘争」というよりも「人民の矛盾」として位置づけられ

ます。管理者も労働者も、同じ国家の利益に奉仕するもの

だからです。代わりにあるべきなのは一党制で、たとえ労

使関係システムに二つか三つの利益集団があるとしても、

国家がそのすべての利益を代表するのです。 

同様に、中国では、論争を呼び起こす専門用語を避ける

傾向があります。たとえば「交渉」という言葉。労働法で

は代わりに「協議」が、労使関係問題をあつかう際の緊張

を緩和するために使われています。もう一つの好例は、「ス

トライキ」という言葉がないことです。この言葉は、「事

件」や「予想外の出来事」と言い換えられたり、「操業停

止」または「操業減速」のようなもっと刺激のない他の言

葉に換えられています。「主人」が自分自身の利害を代表

する国家利益をサボタージュすることは考えられず、労働

者は国家に対してストライキをするべきではない、という

議論を受けて、1982年憲法からストライキ権は実際取り

除かれました。他方、ストライキを打った労働者の多くは、

刑法や行政規則に基づいて逮捕されるか拘留されます。た

とえば、「しつこく理不尽に問題を起こす」者、「生産現場

または職場秩序を乱す」者は、労働による再教育を受ける

ため、三年をめどとして拘留されることになっています。

6 こうした過酷な措置は、人権団体からさまざまな批判を

                                                        
5 Zhao ed, Research on City Unemployment Problems, 2005 
ザオ編「都市失業問題の研究」2005年 
6 AMRC, Asia Pacific Labour Law Review, 2003 AMRC「アジ
ア太平洋労働法レヴュー」2003年 

招いてきました。7 

これらが、中国的労使関係を構成する主要な要素です。 

 

労働人口 

 

中国はまだ農業国です。人口の60%は農村部に住み、40%

が暮らす都市部門は五億四千万の人口を抱え、二億五六〇

〇万人の雇用が存在します。日夜苦役に耐え血と汗と涙を

流しながら、その報酬はほんのわずかにしかならない地方

の農民と「mingong」（農業労働者）の犠牲によって、中国

での資本主義的生産様式の第一次蓄積は進んでいる、と一

部の中国研究者は言い切っています。8 都市の「hukou」（世

帯登録）がなければ、都市住民と同じ社会的・経済的・政

治的権利を享受することはできません。ある北京の公共ト

イレの中に、農村からの移住労働者を不潔な存在として拒

絶すると書いた一枚のビラが張られたことがあります。9 

これでは、まるで南アフリカで有色人種に対して実施され

たアパルトヘイト・システムか、ダリットや最下層階級を

差別するインドのカースト制度です。 

結果として、三つの産業部門の労働力構成は急激に変化

しました。第一次産業は、労働人口の 49%（1990年には

60%）に、製造業は22%に、サービス産業は29%になったの

です。 

都市での公認失業率は2005年に4.2%に上がり、835万

人以上となりました。しかし、農業部門の余剰労働力が二

億人程度と大きく推定されていることを忘れてはなりま

せん。シアガン（Xiagang）への人口集中はこの5年で3000

万人を上回りましたが、新社会人になる人びと他のために、

2400万の職を創出することが緊急の課題となっています。

10 

国営および集団所有部門の労働者層は急速に縮小し（全

労働者の 3分の 1）、いまや民間部門労働者（外国企業所

有部門、共同所有部門、個人経営や民間所有部門で 5800

万人）と農村からの移住労働者（1億人）の合計人口が、

国家部門の正規労働者を上回りました。移住労働者が新た

な産業労働人口の根幹をなし、対処すべき潜在的社会勢力

になったことは、否定できません。 

 国家部門労働者の社会的・政治的地位はまちがいなく急

速に落ち込み、士気が非常に低くなる一方憤激はますます

大きくなっています。中国社会科学院のトップクラスの社

                                                        
7 2005年国連経済社会理事会報告 
8 Xiao et al., My Mingong Brothers, 2005; Pan, Primary 
Accumulation of Private Capital in China, 2005 シャオ他「農
業労働者の兄弟たち」2005年、パン「中国における私的資本の
原初的蓄積」2005年 
9 2005年 11月 17日付、Ming Pao 
10 You ed, Blue Book of the Chinese Employment, 2005 ヨウ
編「中国雇用青書」2005年 
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会学者がおこなった、中国社会の新たな階層化について画

期的な研究によると、産業労働者は十の階層カテゴリーの

八番目に位置づけられています。ここで新しい階層構造は、

国家部門・社会部門の官僚層、経営者層、民間企業家、テ

クノクラート、事務職またはホワイトカラー労働者、個人

経営者、サービス労働者、産業労働者、農民、そして、失

業者または不完全就業者に分けられています。11 ある情

報では、この発見は強硬派と組合活動家を激怒させ、この

研究者への懲戒処分が要求されたとのことです。 

大方の評論家の見方では、中国のGDPが（一人当たり）

1000米ドル台に達すると、政治情勢のみならず社会情勢

においても、さらなる危機が起こるとされています。現実

に、近年ジニ係数（所得分布平準度指標）が0.5を上回り、

社会の安定に赤信号が灯ったと叫ばれています。12 都市

部と農村部との格差が広がり、また都市に居住する富裕層

と増大する労働者貧困層（3000万人）とが垂直的に不均

衡になるにつれて、中国政府は、増大する土地なし農民

（4000万人）など、取り残された人びとをなだめること

が、緊急に必要だと感じているのです。13 

 

経営 

 

フォーチュン（Fortune）誌の手で毎年記録されている

ことですが、中国人富豪が急速に増え、彼らが天文学的資

産を蓄えていることは、議論に値するでしょう。「刻苦と

貯蓄の末、極貧状態から金持ちに」などというありきたり

の神話には無理がります。こんにち、富豪やその追随者の

多くは、「guanxi」（コネ）、賄賂、超過利潤の追求（MBO

的な「外部からの（対象事業の現行経営者と協力して行う）

経営買収」からMBI的な「（外部から対象事業）内部への

（新規経営陣を送り込む）経営買収」まで含む）、公的資

産の領有、投機、その他の詐欺行為などを駆使して、裕福

になるのですから。彼らの多くは、豪華な自家用車や邸宅、

贅沢なパーティーを開くことを隠しもしません。14 

この変化に応じて中国政府は憲法を修正し、富裕階級の

要請に応えました。否定されるべきものだった彼らの存在

は、静観されるものへと変わり、その地位や私的財産権は

確固たるものとなり、さらに、社会主義経済の重要な構成

分子であることが認められたのです（1999憲法、2004憲

                                                        
11 Li, Cleavage and Fragment: An Empirical Analysis of the 
Social Stratification of Contemporary China, 2005 リ「谷間と
断片―現代中国における社会階層化の実証的分析」2005年 
12 2005年 9月 30日－10月 2日付、Asian Wall Street Journal 
13 Li, Chinese Social Stratification in the Transitional Period, 
2004 リ「転換期における中国社会階層化」2005年 
14 Xu, Conflict and Negotiation: Research on Labour 
Relations in Private Enterprises in Contemporary China, 
2004 シュ「対立と交渉―現代中国における私企業の労働関係に
関する研究」2004年 

法）。労働運動活動家の中には、民間部門の権力増大への

対抗策として、憲法修正論議の期間、（民間部門を認める

代わりに）その代償となるような権利（ストライキ権）も

法制化されるべきだと、圧力をかけた人びともいました。

しかし残念ながら、彼らの努力は失敗しました。 

今では、新興富裕層は政治的・社会的舞台でさらに声高

になりました。一方で中国共産党は、「三つの代表」とい

う公式思想のもとで、彼らに武器を提供しています。15 他

方、彼らは人民政治協商会議のみならず、地方や全国の人

民代表大会でも重要なポストを占めるのに成功していま

す。新興富裕層の政治参加率は、他の部門に比べてはるか

に高いことを発見した研究もあります。たとえば、人民政

治協商会議での民間部門の代表者数は、国家部門の代表者

の二倍になっています。16 多くの経営者が同時に二つ三

つの肩書きを持っているのも珍しいことではありません。

とくに中小企業では、経営者が労働組合の議長だったり、

党書記だったり、あるいはその両方を兼務していたりする

ものです。 

こうした富裕層はさらに、自分たち自身の経営者連合や

互助クラブをつくるのに熱心で、ひとつの体制しか法的に

認められていない労働組合と比べて彼らははるかに多く

の結社の権利を享受しているのです。 

 

政府 

 

中国は小さい政府、大きい社会という考えを実行に移し

ています。労使関係においては政府の役割は、形骸化もし

くは撤退途上にあり、それに代わって経営者の特権が圧倒

的になりつつあります。外国からの直接投資を呼び込んだ

り、どんな犠牲を払っても経済成長を達成するということ

にますます多くの比重がかけられている中で、民衆の権利、

生活、環境などへの考慮は二の次となるばかりか、むしろ

外国投資や成長への脅威と受け取られているのです。17 

ドンベイ地区の地方政府の掲示板にははっきりと書かれ

ています。「投資を妨げる者は誰であれこの地域の敵であ

る！」と。 

こうして、多くの地方政府が中央政府の指令を無視する、

もしくは労働者の権利の尊重という中央のレトリックや

要求に口裏を合わせているに過ぎないことはきわめて明

らかです。労働法にもっと高い地位が与えられなければな

                                                        
15 Jiang Zemin, On The Three Representatives, 2001 江沢民
「『三つの代表』論」2,001年 
16 Ao Dai Ya, Political Participation of Private Entrepreneurs 
Stratum, 2005 アォ・ダイ・ヤ「起業階層の政治参加」2005年 
17 Feng ed, China’s Experience: Workplace Governance and 
Workers’ Democratic Participation in Transitional Economy, 
2005 フェン編「中国の経験―移行経済における職場の支配権と
労働者の民主的参加」、2005年 
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らないはずなのに、多くの地方政府は競争力を維持したり

良好な投資環境を維持したりするために、労働法より低い

基準を盛り込んだ法令や規則を制定して、労働者階級の苦

境に目を閉じているのです。頻発する鉱山災害は、多くの

鉱山所有者が地方の役人を買収していることの悲惨な例

証なのです。鉱山所有者と役人は、事故を報告せず、犠牲

者にほとんど補償を支払わず、労働者の基本的な健康・安

全基準を無視することにおいて、平気で共謀しているので

す。鉱山労働者など労働災害の犠牲者の大部分が移住労働

者である場合は、こうした吸血人間たちは、その数を勘定

に入れないのです。「錆びる」（負傷する）か「力尽き」た

（死亡するか生涯にわたって労働能力を失った）移住労働

者は、放置され、遺棄されるただの使い捨ての道具のよう

なものなのです。18 

中国政府は実際、2001年に WTOに加盟して以来、国際

規範や基準に追いつこうと努力してきました。ＩＬＯ規約

の批准件数も増えました（23の規約が批准済み）、その実

施報告、進捗報告も女性差別撤廃委員会（ＣＥＤＡＷ）の

監視グループに提出され精査を受けています。労働・社会

保障省は、6,688に上る三者協議会がすべてのレベルで存

在していると主張しています。だがそれらがどのていど効

果をあげているか、それは確かめられていません。19 

 

労働組合 

 

中国の法律の下では、ただ一つの公式の労働組合組織し

か合法的に認められていません。中華全国総工会（ＡＣＦ

ＴＵ＝総工会）がそれです。1925年に設立され、中国共

産党の支配下にある総工会は、かつては帝国主義と資本家

にたいする闘いを率いるもっとも戦闘的な労働者の組織

でした。1949年の直後、総工会は、レーニン主義の教条

の下、動力伝道ベルトに変えられました。そしてロシアの

モデルを忠実に引き写しつつ、経済発展を優先させ、労働

者に福利を与え、新中国のイデオロギーを教え込むための

組織になりました。20 労働者の権利擁護を最高の使命と

して強調しようといういくらかの試みがなされましたが、

主唱者は追放されたり、非難されたりして結局ひとつも実

りませんでした。ともかくとくに、何千人もの学生や労働

者が参加した1989年の民主化運動への大規模な弾圧以降、

総工会は中国共産党の不可欠の政治的道具であり続けて

います。 

現在総工会は、一億三七〇〇万の組合員（組織率63％）、

                                                        
18 AMRC, Struggle for Justice, 2005 ＡＭＲＣ「正義のための
闘い」2005年 
19 MOLSS, White Paper on China’s Employment Conditions 
and Policy, 2004 労働・社会保障省、「中国の雇用条件と雇用政
策」、2004年 
20 タン、リュウ、「中国労働運動史」、1998年 

全国に一〇〇万の支部、五〇万人の専従を擁すると称して

います。21 この組織は、世界最大の労働組合だと自称し

ています。総工会は、国営企業部門の縮小によって失った

組織基盤を、新しい経済からの組合員募集によって埋め合

わせることに成功しました。総工会はまた、六九〇〇万人

に適用される六万三〇〇〇の労働契約を締結することに

成功しました。ここでも、こうした契約の実効性と一般組

合員の意識について、疑問が投げかけられてきました。 

しかしながら、労働者、とくに私営部門の労働者の大部

分にとって、労働組合はまだ遠い存在です。組合が存在す

る場合でも、労働者はそれをもう一つの人事部とか福利祉

部としか考えないでしょう。組合役員の大部分は一般組合

員によって選出されていないし、その給料は雇用単位から

支払われているのです。彼らは政府の役人や企業幹部と同

じ給与基準で支払いを受け、同じ福利を供与されています。

原則として組合長の地位は、そのレベルの副責任者と同等

なのです。例えば、市のレベルの組合の委員長は、その市

の副市長と同じレベルで扱われます。自分たちの労働組合

の委員長が、経営責任者と同一人物であることに、労使関

係の調停手続きで、労働者が初めて気づいたなどというケ

ースがいくつもあるのです。 

公式の組合がストライキを打った、あるいは支持したと

いう例はただの一つも記録されていません。ストを黙認と

いう例はあるのですが。ストが起こるとまず第一に組合が

呼びかけるのは、生産を再開せよ、その後で交渉に入れと

いうものです。組合が迫害を受け、組合員が立ち上がって

労働者の権利を公然と主張するという事例は確かに存在

します。しかしこれは通例というより、むしろ例外なので

す。 

 

勝者か敗者か 

 

労働争議件数は増えており、2004年には二五万件を越

え、参加人員は八〇万に達しました。過去一〇年、争議件

数は年間 30％ずつ増加しており、さらに増加する勢いで

す。労働者はもはや黙って屠場に送られる家畜ではなくな

っているのです。山猫スト、工場封鎖、請願、その他の大

衆的直接行動が各所で頻発しています。22 こうした行動

                                                        
21 ACFTU, Blue Paper on Chinese Unions’ Safeguarding the 
Legitimate Rights and Interests of Workers and Staff 
Members, 2002, 2005, and 2004 Trade Union Yearbook 総工
会,「青書；中国の労働組合は労働者と職員の合法的権利と利益を
擁護する」、2002、2005年版、2004年労働組合年鑑 
22 Cheng ed, Industrial Relations, 2005; Guan ed, Labour 
Disputes in China 2004; Central Committee Organising 
Department, 2000-2001 China Research Report 2000 チェン
編、「労使関係」2005年、グアン編、「中国における労働争議」
2004年、中央委員組織部「2000－2001年 中国研究報告」2000
年 
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の大部分は労働者自身が組織した自然発生的行動で、外部

の援助をほとんど受けていないものです。ある組合の調査

部員は以下の六つの主要な行動形態があると要約してい

ます。 

 

1. 原初的行動、例えばハンスト、自殺、人質にとる、

殺害など 

2. 生産停止、ストライキ、その他の形態の争議行為 

3. 交通の遮断、高層ビルから飛び降りるという脅し 

4. 「労働者大会」の召集、「工場防衛キャンペーン」

の展開など 

5. 連帯ストライキ、統一行動 

6. 街頭行進、デモ、社会への訴え、公開状など 23 

 

激しい弾圧、脅迫、報復などにもかかわらず、新しい形

態の組織化が起こっています。労働者法律相談、労働者福

祉センター、健康と安全を扱うグループの形成などです。

24 ある研修会で、参加した労働者たちは自分たちの仕事

を新しい目で見直すことを学んだと語っていました。自分

たちの力量は十分大きくなった、お互いに支え合うネット

ワークをつくる自信ができたと言うのです。 

若干の研究者や活動家たちは、上から下へのアプローチ

に強い期待を抱いています。この人たちは、中国共産党が

労働者の状況の改善をもたらす漸進的な政治改革を開始

するだろうと信じている、つまり、端的に言って、党はそ

の誤りを正す自己矯正力を持っていると信じているので

す。トリクル・ダウン（滴り落ち）理論はいま中国でかな

りの聴衆を持っています。つまりパイを大きくし、少数者

をまず金持ちにすることで、次に再分配の問題を手がける

ことができるという議論です。しかし問題は、それがいつ

まで続くか、その間にさらにどれほどの命が無益に消され

るのか、そして勝者は必死に護っている略奪品を譲り渡す

だろうかということです。 

企業の社会的責任運動は、北のNGOと労働組合が、中国

のような途上国の労働者の権利を高めるために推進して

いるもう一つの労働者に好意的な手段です。社会的会計監

査は、労働者への虐待や不払い賃金の是正に役立ったとい

われています。健康と安全についての研修コースは、組合

の役員選出の民主化や、企業組織に並行する労働者の代表

制の導入などとともに、メディアの大きい注目を浴びてい

ます。こうしたイニシャチブのおかげで、お金儲けのうま

い監査のプロやＮＧＯのコンサルタントたちは忙しく全

                                                        
23 Qiao, Blue Book of the Chinese Society, 2005 クィアオ「中国社

会青書」2005 年 
24 May Wong, Asian Labour Update, no.55, 2005 メイ・ウォ
ング「今日のアジアの労働」No.55・2005年 

国を駆け回っています。しかし、こうしたイニシャチブで

信用をつけているのは多国籍企業や若干の NGOや労働組

合で、それは自分のPRにもなり、北の国の消費者からの

批判をかわすのにも役立つからなのです。労働運動の見地

からこうしたオルタナティブを再点検するべき時です。労

働者がそこから本当にそこから利益をえているかどうか、

またどのように利益をえているのかを点検しなければな

りません。監視活動、および企業責任運動全体の設計と運

営に労働者の参加を保証しなければなりません。25 この

条件を満たさない限り、企業責任運動は、労働者の権利と

私有化とその商品化に終わってしまうでしょう。 

私たちは、これまで若干の国際、外国NGOや労働組合が

ふつうにやってきた温情主義的アプローチではなく、中国

における労働者の底辺から突き上げるイニシャチブを尊

重し、支持しなければならないのです。 

中国におけるこの新しい労働運動のこれ以上の発展に

は国際連帯が決定的に必要です。グローバル化は国境を知

らないし、増え続ける多国籍企業は、中国をはじめ世界中

の組合のない地域にどしどし拠点を築きつつあるのです

から。私たちは、互いに非難の指を突きつけあって、地球

大にまた地域において労働者の権利を護る共通の努力を

掘り崩すのではなく、こうした多国籍企業に対決する共通

の戦略を練り上げる必要に直面しているのです。 

働く人々の野蛮にたいするオルタナティブは常に存在

するのです。 

 

参考文献及びウエッブサイト 
1/ www.acftu.net 

2/ www.molss.gov.cn 

3/ www.ilo.org 

4/ Solidarity Centre, Justice for All: the Struggle for 

Workers’ Rights in China, 2005 

5/ www.chinalaborwatch.org 

6/ www.china-labour.org.hk 

7/ Anita Chan, China’s Workers Under Assault, 2001 

8/ Taylor, Li and Chang, Industrial Relations in China, 

2003 

9/ Warner, Changing Workplace Relations in the Chinese 

Economy, 2000

                                                        
25 AMRC, A Critical Guide to Corporate Codes of Conduct, 
2004 AMRC「会社経営規定に関する批判的ガイド」2004年 
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【フィリピントヨタ】御用労組が組合承認選挙で勝利できず！ 
たたかうフィリピントヨタ労組とともに国際的な取り組みを継続しよう 

 
２００６年２月17日 

TMPCWAからの礼状 

 

TMPCWAの全ての友人及び支援者の皆様に最高の賞賛と最

も温かい挨拶を送ります！ 

 

 皆さんが私たちに与えて下さった温かいご支援に対し、

全ての皆さんに感謝します。 

 TMPCWAの発したアピールが極めて短時日の限られた時

間の緊急のものであったにもかかわらず、通謀者であるフ

ィリピントヨタ、労働雇用省及び日本のトヨタに対して抗

議文を送っていただきました。 

 ２００６年２月１３日から15日までの３日間に私たち

はTMPCWAへの国内及び海外の各種個人及び組織の支援者

と友人たちから８０３通ものＥメールを受け取りました。 

 この皆さんから寄せられた支援の数はフィリピントヨ

タの経営陣に過大なる脅威を与えるとともに、TMPCWAに

対する会社側の非人道的、反労働者的活動のゆえに、

TMPCWAがかえってますます多くの支援者を得ているとい

う警告を与えました。そして又、多くの抗議文が労働雇用

省にも圧力を加えました。 

 さらにまた、フィリピントヨタの御用組合である

TMPCLOは昨日（２００６年２月１６日）の承認投票に勝

利することが出来なかったのです。彼らはTMPCWAよりも

多くの得票を得たものの、有効投票数の５０％プラス１票

を獲得することが出来なかったのです。 

 TMPCWAは依然として全ての一般労働者のための交渉団

体であり、闘い続けます。それゆえに皆さん全てに私たち

の貴重な闘いに引き続きご支援下さるよう要請します。 

 今回の素晴らしいご支援に対し、皆さん全てに重ねて感

謝します。 

 連帯のうちに。 

 エド・クベロ TMPCWA委員長 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

近況報告 

 TMPCWAは、トヨタの汚いやり方に対する闘いを続けて

いかなければならないため、去る２００６年２月16日の

承認投票に参加しました。投票結果は下記の通りです。 

 

TMPCLO  ４２４票 

TMPCWA  ２３７票 

組合NO!   ８票 

（３択の１つ「組合不選択」のことです。） 

無効    １５票 

チャレンジ投票者 １２１票 

（サンタロサ工場 102票、G.T.タワー 19票） 

チャレンジ投票者（違法解雇者） ８９票 

合計     ８９４票 

 

 そもそもの最初から、トヨタ経営陣・労働雇用省・TMPCLO

の間の通謀勢力からの甚大な欺瞞があり、今もなお続けら

れています。 

 チャレンジ投票者とは、法律に従うならば有資格投票者

ではないけれども、当事者が認めれば投票することが出来

るが、分離されなければならず、又、全ての当事者が合意

するならば開票出来る、あるいは有資格投票者に属すると

判定されたならば開票出来るとされるものです。 

 我々の場合では、チャレンジ投票者はレベル５、6、及

び７の従業員であり、この等級は監督職の職種であって、

一般労働者ではありません。トヨタと同種の事件について、

レベル１から４までのみがトヨタにおける一般労働者と

しての有資格投票者であるとの最高裁によって下された

判例があります。それゆえ、レベル５から７は全てチャレ

ンジ投票者となるのです。 

 しかしながら労働雇用省は、被解雇組合員をチャレンジ

投票者と扱い、投票は最高裁の最終判決が出てからしか開

票できないとしたのです。これは我々にとって極めて痛手

です。何故ならばフィリピン労働法によれば、裁判所に裁

判事件が係属している被解雇労働者は投票することが出

来、有資格投票者としてその票を算入することが出来るよ

うになっているからです。 

 被解雇組合員のうち何人かは、海外で働いていたり、あ

るいは遠く離れた田舎に居るために投票することが出来

ませんでした。 

 投票の直前の2日間、我々はバスに乗り込み遊説キャン

ペーンを展開しました。我々はトヨタ労働者のピストン輸

送バスになんとか乗り込んだのです。しかし、2日目のこ

とでしたが、被解雇組合員が首尾よくキャンペーンを展開

し、通謀を暴露しているのを経営陣が知ると、経営陣は労

働者輸送バス1台ごとに2名の警備員を張り付け、我々の

組合員が車内キャンペーンを行うのを妨げました。 

 去る2006年2月15日のことですが、ＴＭＰＣＷＡは、

ＴＭＰＣＷＡに対する仕組まれた承認投票を暴露するた
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め、“南タガログ地区”の他の現地支援組織と共に、トヨ

タのサンタロサ工場前で、徹夜の抗議座り込みを展開しま

した。午後8時頃、会社構内にいる軍の兵隊たちが、会社

の前に居座ることは会社が許さないからという理由で、

我々を蹴散らそうとしました。我々はピケを引き上げ撤収

するほかありませんでした。我々は座り込みを続けること

は出来ましたが、もしも我々が逆らった場合、組合員や支

援者に何か悪いことが起こるのではないか、また我々の投

票が犠牲にされるのではないかと心配したからです。われ

われはトヨタ前でのピケを午前3時30分に引き上げ、全

ての労働者の出勤時に再びキャンペーンを開始しました。 

 投票が行われる前に、会社の人事部の筆頭副社長のホ

セ・アリガダ氏が我々の所にやって来て、違法に解雇され

ているＴＭＰＣＷＡの組合員を全員同時に入構させるこ

とは出来ない。駐車場に隔離して設けた被解雇労働者用の

投票ブースに１回に５人ずつ入らせるよう規制せざるを

得ないと言って来ました。 

 アリガダ氏は、会社はＴＭＰＣＷＡの委員長が主投票所

に投票監視者或いは観察者として入ることは認めないと

言って来ました。しかし、内部のＴＭＰＣＷＡの投票監視

者たちが委員長の投票用紙記入を認めるべきだと言い続

けたため、彼らは投票を続行することが出来なくなりまし

た。労働雇用省はＴＭＰＣＷＡの委員長の入場を認めるよ

う会社に要請せざるを得なくなりました。 

 委員長の投票用紙記入後、労働雇用省の “偏見者”主

任官のロウルデス・チン氏は、強制的に委員長を追い立て、

引っ張って、投票所から出させて、承認投票の監視も観察

もさせませんでした。 

 委員長が被解雇者用の隔離投票所で投票用紙の記入を

済ませると、アリガダ副社長も委員長に対して同様なこと

を行いました。アリガダ氏は投票所に直接介入して、労働

雇用省の職員らに、投票中に“ああせよ！こうせよ！”と

命令をしたのです。アリガダ氏は全ての投票者名簿に記載

されていないがその場に来ていた被解雇組合員は、そのこ

とをＴＭＰＣＷＡとＴＭＰＣＬＯの投票監視者が確認す

るだけで、投票することは認めてはならないと言い張って、

直接介入を行ったのです。この場では、会社は承認投票の

傍観者であるに過ぎないのに、雇用労働省がアリガダ副社

長のこのような振る舞いをすることに承諾を与えたので

す。 

 アリガダ氏は“もしも退去しないなら、会社の警備員を

使って追い出すぞ！”と言ってＴＭＰＣＷＡの委員長を脅

しました。委員長は、組合の執行委員長としてそこに踏み

止まる権利は持っているので、退去を強く拒否しました。

すると、アリガダ氏は門の警備長に向かって、被解雇労働

者は一度に４人しか入れてはならないと命令しました。 

 ＴＭＰＣＷＡの委員長が投票所に粘り強く踏み止まっ

たために、アリガダ氏は、“もしもその場に居続けるなら

ば、被解雇労働者はこれ以上投票が出来なくなるぞ！”と

脅迫して、委員長の退去を強制しました。委員長は、組合

員たちの投票を犠牲にすることは出来ないと考えて、退去

せざるを得ませんでした。会社の警備員らが委員長をトヨ

タの工場外に連れ出しました。 

 一体全体どこの世界に、承認投票において投票用紙にそ

の名称が記載されている、争っている組合であるにもかか

わらず、その執行委員の誰一人として、投票の進行を観察

出来ないなどと言うところがあるというのでしょうか？ 

 一体全体どこの世界に、承認投票において、執行委員長

がチャレン投票者に扱われるなどと言うところがあると

いうのでしょうか？ 

 投票終了後についてですが、我々は投票進行中に我々の

投票監視者が記録した９ページにもおよぶ違反と嫌がら

せを添付して、“投票が成立しなかった！”旨を投票実施

記録簿に記録して、我々の意見及び抗議を残して来ました。 

 この承認投票には勝者がいません。何故ならばＴＭＰＣ

ＬＯは有効投票総数の単純過半数に達しなかったからで

す。ＴＭＰＣＷＡは依然としてフィリピントヨタにおける

唯一の交渉団体であるであり、闘い続けなければなりませ

ん！ 

エド・クベロ  ＴＭＰＣＷＡ委員長 

２００６年２月１７日 
 
資本と御用労組に労働者の国際連帯で反撃を 

たたかうフィリピントヨタ労組に激励と支援を 

 

今フィリピントヨタとフィリピン政府は動きが取れな

い状態に置かれている。フィリピン現地は膠着状態である。 

6月 30日フィリピン政府は、御用組合ＴＭＰＣＬＯと

フィリピントヨタ労組の間で団体交渉の権利を争う新た

な選挙の実施を決定した。この決定は、これまで５年間に

わたるフィリピントヨタの団体交渉拒否を免罪し、フィリ

ピントヨタ労組の団体交渉権を否定するものであった。そ

れに対して労働組合を中心として、百を大きく上回る日本

を含む国際的抗議がフィリピントヨタとフィリピン政府

に寄せられた。そのためフィリピン政府はこの決定をした

調停委員を解任せざるを得なかった。同時にフィリピン政

府は厚顔にも未だに「新たな承認選挙の決定は撤回しな

い」と居直っている。 

しかしフィリピン政府は、通常であれば決定後一、二

週間で開かれる選挙の予備会議を実に四ヶ月も開かない

まま放置している。フィリピントヨタとフィリピン政府は、

御用組合にこの選挙で勝たせる事なしに、地域の多くの組
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合に支持され、世界の世論によって支持されているフィリ

ピントヨタ労組の闘いを圧搾できない。そのために、選挙

の実施は決めてみたものの、この選挙での勝利の見通しも

立たないというジレンマの中に置かれている。 

一方、最近ＩＭＦ（國際金属労連）が盛んにフィリピント

ヨタなどの日本の多国籍企業の争議を取り上げている。先

にＩＭＦは「ニュース・ブリーフス」(05年11号)で、フ

ィリピントヨタとインドホンダ、ニカラグア矢崎総業を含

む世界の争議組合の紹介をした。ところがなんとＩＭＦ・

ＪＣはこの日本語訳のホームページからこの日本多国籍

企業の三つの事件を全面カットしてみせた。また、最新の

雑誌ではマルチェロ・マレンタッキ書記長もこれらの争議

について述べている。今度は、さすがのＩＭＦ・ＪＣもこ

の書記長文書の日本語訳を公表しないわけにはいかなか

った。しかしここでもＩＭＦ・ＪＣは「私はまた、会社の

本拠そのものが存在する地元において、より一層の努力が

払われるべきであると信じています。」という重要部分を

削除している。この文章でマレンタッキ書記長は、〈日本

多国籍企業が海外で起こしている労使紛争解決のための

取組は、日本多国籍企業の本拠地である日本での取組が決

定的に重要なのだ〉とＩＭＦ・ＪＣを叱咤(シッタ)激励し

ているのである。ＩＭＦ・ＪＣがこの部分を削除したのは

当然である。日本で世界製造業ＮＯ１のグローバル企業ト

ヨタに対してフィリピントヨタ労組と一緒に闘ってきた

のは全造船関東地協など神奈川地域労働運動交流に集ま

る労組等とフィリピントヨタ労組を支援する会などの市

民のグループであり、トヨタ労組を中心にＩＭＦ・ＪＣは

沈黙を決め込んでいたのである。それどころか、今年四月

トヨタ労組の執行委員二名がフィリピントヨタを訪問し、

彼らはフィリピントヨタ労組を素通りして御用組合を激

励している。ＩＭＦ・ＪＣやトヨタ労組がフィリピントヨ

タ労組と一緒にトヨタと対決・交渉するなどということは

決してない。彼等が交渉する場合はトヨタの側に立ってフ

ィリピントヨタ労組と交渉するのである。 

 しかし私たちはＩＭＦがＩＭＦ･ＪＣにフィリピントヨ

タなど日本の多国籍企業の労使紛争ヘ積極的にかかわる

ように要求していることを高く評価しよう。私たちはトヨ

タ労組やＩＭＦ・ＪＣに期待しているのではない。トヨタ

とトヨタ労組、ＩＭＦ・ＪＣに対する国際的包囲がＩＭＦ

にまで広がってきている事実を大きく評価したいのであ

る。決定的に重要なのは私達の闘いである。 

 そして、今が攻め時である。トヨタが三年連続で一兆円

以上の利益を上げることは確実である。しかし、トヨタは

多くの予想に反して次期経団連会長を辞退した。フィリピ

ントヨタ労組と私達の闘いによって、世界の企業、世界の

労働組合、世界の政府、そして世界の格付け会社からすら

トヨタが「フィリピントヨタ争議のトヨタ」として注視さ

れることになった。そして、世界のＩＭＦ(国際金属労連)

が争議解決ための行動をＩＭＦ・ＪＣに要求するまでにな

ったのである。 

神奈川県労委では、今審問に移るべきか否かを巡って

激しい攻防が続いている。神奈川県労委は一度審問に移ろ

うとした。しかしトヨタ側の強力なまき返しで、神奈川県

労委は「労使への求釈明を行い、審問に移るか否かを決定

する」とした。しかし次には、トヨタ側の釈明拒否にもか

かわらず、一一月二一日の県労委で「特段の理由がない限

り日本の労働法は海外に適用されない」と更に後退してい

る。 

特段の理由は十分にある。フィリピンでは多くの制約

はあるが労働基本は法的に保障されている。不当労働行為

も禁止されている。しかし、フィリピンではこの法の番人

である司法の最高機関である最高裁の決定が多国籍企業

によって踏みにじられている。今年九月に労組委員長が暗

殺されたネスレもフィリピントヨタも最高裁決定を公然

と無視し続けている。このようにトヨタはフィリピン法を

無視してフィリピンでの団体交渉を拒否しているのであ

る。そうであるならトヨタは日本で団体交渉を行われねば

ならない。 

フィリピントヨタは、独立法人としてトヨタ日本本社

から独立している。また、トヨタ日本本社の持ち株率は三

四％に過ぎない。しかし、ブランド名｢トヨタ｣を使用する

全ての会社は疑いなくトヨタ日本本社の支配下にある。 

トヨタの研究費は全てトヨタが資本所有で完全に支配

している日本を中心とした戦略拠点に注ぎ込まれ、ここに

全ての先端技術・ノウハウが蓄積される。この技術・ノウ

ハウ集積の下でトヨタの世界的な生産の戦略的分業体制

が構築される。この戦略的分業体制の下で、多国籍企業の

資本投下比率が制限されている諸国にも、戦略拠点からの

部材(中間材)と技術・ノウハウが人材と共に投下され、、

トヨタ本社が全世界の海外子会社を完全に支配する体制

が作られている。 

フィリピントヨタ問題は労働委員会で多国籍企業の｢発展

途上国｣での労使問題を扱う最初の事例であり、この事例

の扱い方が及ぼす影響が計り知れない。私たちは最後まで

諦めずに最善を尽くすつもりである。神奈川県労働委員会

に注目を！ 
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全トヨタ労働組合結成される！ 
 
１月２２日にトヨタに新しい組合が誕生した。新しい

組合＝全トヨタ労働組合は既存の労組は「組合員の声に耳

を傾けるよりも、労使協調して会社の儲けのために熱心に

活動して」いると痛烈にかつに正しい批判をしている。こ

の全トヨタ労働組合は「正規・非正規社員を問わずパート、

期間、嘱託、管理職、派遣など全てのトヨタ関連企業で働

く労働者が一人でも加入できる個人加盟の単一組織」とし

ている。同労組には、トヨタ自、デンソー、アイシン精機、

JTEKT などで働く計６人が参加。執行委員長はトヨタ自

の若月忠夫氏。全トヨタ労働組合の結成宣言をご紹介しま

す。 

全トヨタ労働組合結成宣言 

トヨタ関連企業で働くすべての労働者のみなさん！ 

私たちは本日ここに新しい組合、『全トヨタ労働組合』（略

称全卜・ユニオン）を結成しました。 

 

○私たちは日本国憲法や労働組合法などにも明記されて

いる労働者の団結権、団体交渉権、団体行動権を行使して、

全てのトヨタ関連企業で働く労働者とその家族をも含め

た生活と権利、健康を守り社会的地位の向上をめざします。 

○この組合は要求と自覚的意志にもとづき正規・非正規社

員を問わずパート、期間、嘱託、管理 

職、派遣など全てのトヨタ関連企業で働く労働者が一人で

も加入できる個人加盟の単一組織です。 

○トヨタ系関連企業には既存の労働組合があるのになぜ

『新しい労働組合』が必要なのでしょうか?今の労働組合

は『働く者の生活と権利』を守ることや、困っている労働

者を救済するどころか、会社と一体となって労働者を過酷

な『長 時間過密労働』に駆り立てています。 

 しかも７０年代以降、労働者の声を無視して法律違反の

『サービス残業』を長期間職場に放置してきました。職場

の仲間が、疲労困ぱいでも働き続けなければならず『過労

死』や『自殺者』まででています。ストレスやうつ病など

から健康を壊して安心して働き続けられない労働者も数

多くいます。そして『こんな組合とは関わりたくない』と

言う労働者も多数います。このように今の、労 働組合は

組合員の声に耳を傾けるよりも、労使協調して会社の儲け

のために熱心に活動しています。 

○私たちは、トヨタ系関連企業に『働くルール』を守らせ、

『働く者の生活と権利を守る』ことに真剣に取り組む『本

当の労働組合』が求められていることを痛切に感じていま

す。 

○中小・零細で働く皆さんはトヨタ大手企業の半分も満た

ない低賃金、或いは賃金未払い、長時間労働が当たり前、

健康破壊、残業手当が付かない、いつ仕事がなくなるか、

リストラの不安、有給休暇がとれないなどなど、劣悪な労

働環境で働いています。 

○派遣社員や期間従業員などの非正規労働者の皆さんは

低賃金に加えて、いろいろな労働条件、待遇面で正規労働

者より悪い条件で働かされています。そして仕事がなくな

れば解雇されるという雇用不安がいつもあります。 

○若者の就職難は深刻です。派遣期間従業員などの仕事し

かない状況で、低賃 金で結婚もできない生活です。 

○労働者の過酷な労働の反面、トヨタは急速な海外展開、

グローバル化で業績は空前の利益を謳歌しています。トヨ

タは今年のグループ世界生産台数を昨年より８０万台多

い９０６万台に設定し、米ＧＭを追い抜き『世界一』にな

ることがほぼ確実となっています。トヨタは国内外で増産

を加速させ、トヨタグループ系列部品メーカーも『かつて

経験したことのないスピード』と必死の増産対 応を迫ら

れています。こうしてトヨタは２年連続１兆円越える経常

利益をあげて、系列グループ会社も軒並み過去最高の利益

を計上しています。トヨタとトヨタグループ系列部品メー

カーが空前の利益をあげているのに、豊田市では資本金一

千万円に満たない中小零細事業者４７００社あまりの約

７割が『赤字』で法人税を納めることができないという深

刻な状況になっている。中小零細事 業者の経営を守らな

ければなりません。 

○これらの利益はトヨタに関係する全ての労働者が懸命

に働きつづけてきた結果です。その働き方は先に述べたよ

うに命を削って働かざるをえないほど過酷なものです。こ

んなにトヨタは儲かっているのに、なぜ私たち労働者は健

康で、ゆとりある、人間らしく生活できないのでしょうか? 

○私たちは、皆さんとカを合わせて行動すればこれらの問

題を大きく解決できると考えています。ですから１年余の

真剣な討議と慎重な準備期間を経てここに『全トヨタ労働

組合』の結成を決断しました。 

○私たちの『全トヨタ労働組合は『働く者の生活と権利を

守る』ことに真剣に取り組む『本当の労働組合』であり、

ここに加入していれば会社の言いなりで我慢しているこ

となく、要求をもって団結して交捗することで実現できま

す。 

○トヨタ関連企業で働くすべての労働者のみなさん!管理

職の皆さん、職場で困っているみなさん!『全トヨタ労働
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組合』に声をかけてください。 

 私たちは労働組合を自由に選ぶ権利があります。新しい

労働組合に加入した労働者は『ユニオンショップ制度』だ

からといって既存の労働組合を脱退しても会社を解雇さ

れることはありません。既に最高裁が判決を下しています。

(９２年４月２８日、全日本造船機械労働組合関東地方協

議会いすゞ自動車分会) 

 労働者のことを真剣に考えてくれる労働組合の仲間に

なって、要求をもって堂々と会社と団体交渉し、生活と権

利を守るために共に行動しましょう。 

○私たちの『全トヨタ労働組合』は、少数の組合員でスタ

ートしますが既存の労働組合では決して、できない『ひと

りひとりの要求実現のため』取組みます。又企業に法律を

遵守させ、社会的責任を果たさせることができると確信し

ています。そしてこの地域の労働者と市民の皆さんの期待

に応えるために活動します。 

○私たちは人間らしく健康で安心して働ける職場と、家族

団らんの生活ができるように取組むことを申しあげて結

成宣言とします。 

２００６年１月２２日 『全トヨタ労働組合』結成大会

 
 
ＡＰＷＳＬ大阪より 

アスベスト問題によせて 
山原 克二 

 
 マスメディアにアスベストの記事が出ない日はない。

大阪ユニオンネットワークの労組代表者会議でも、毎回議

論が沸騰する。「全港湾＝アスベスト荷役。教育合同・阪

学労＝校舎。電通合同＝電話工事。シェル・ゼネラル石油

＝配管。国労＝鉄道工場。」といった状況だ。残念ながら、

尼崎市は、ＪＲ西日本事故に続いて、また有名になってし

まった。「兵庫という所は、アスベストが多いのですか？」

と質問されたことがあるが、そんなハズはない。確かに「カ

ナダや南アフリカからのアスベストを、神戸港で港湾労働

者が真っ白になって荷役していた」ようであるが、アスベ

スト被害の全国化に例外はない。 

 「クボタ」という会社は、「従業員でない周辺住民の公

害を、最初に補償した【２００万円】」として、有名にな

った。マシな会社ではなく、醜悪な企業である。しかし、

この報道から、全国各地の告発が一挙に拡大したのも、ダ

イナミックな展開であった。 

  クボタの工場では、多数のアスベスト労災死を、企業

内労組と一緒に隠蔽してきていた。労働運動どころか、内

部告発もなかった。当時の社会党が提出した「アスベスト

規制法案」を、連合系の関連労組が潰してしまったことを

想起せざるをえない。 

 このアスベスト公害を世に問うたのは、周辺住民である

被害者・遺族と、粘り強く支えてきた尼崎や関西の労働者

安全センター【労組や民主医療機関など】の献身的努力で

ある。クボタは逃げ切れなくなったのである。そして、そ

れから、工場内の労災も続々発覚し、さらに全国化してい

ったのである。これほどに噴出する歴史的かつ膨大な被害

に、驚きを禁じえない。政治や行政は何をしていたのだろ

うか？薬害エイズと同様、の確信犯【無作為ではない】で

ある。経済界ベッタリの日本政府の責任はたいへん大きい。 

 ユニオンネットで大阪労働局と交渉した。局も「深刻な

相談の電話が鳴り止まない」パニックであった。「申請が

あれば、労災時効にかかわりなく、受理する」と、言わせ

ることができた。厚労大臣に、「中皮腫はすべてアスベス

ト被害とみなす」と言明させ、アスベスト基本法を制定さ

せたのは、皆の大きな成果であった。中皮腫や特定の肺ガ

ンは、因果関係を立証しなくても、補償の対象になる。こ

うした蓋然的みなしは、公害と、放射線被曝しか前例がな

い。だが、時効を撤廃しないままで、労災より一桁少ない

補償など、問題は大きい。さらに、遺族年金など、２４０

－３００万程度の一時金でしかない。一方、患者・ご遺族

のさらなる追及に、クボタ社長は「住民の方々にも、社員

並み・労災並みの補償をする」などと、基本法より１ケタ

多い提示をさせられた。  

 一方、労働運動は、何もできなかったのか？悔いが残る。

ユニオンネットは、１１月の大阪総行動で住友各社の本社

を、患者さんと共に包囲した。来阪した全造船浦賀や全駐

労の仲間は、そのことで永年闘ってきたのだ。しかし、中

皮腫、などという診断ができる医師は少ない。肺ガンやじ

ん肺などの診断で、なくなられた仲間はどうなるのか？た

いへん苦闘しておられる。アスベスト公害が露見して、労

災申請をされた監督署が「これは労災でなく、公害では」

と、責任回避する例も発生している、という。 

 闘いは一挙に前進した。が、全国各地の被害は、日々、

顕在化し拡大していっている。今こそ、企業と政府に１０

０％完全にカバーさせ、アスベストと闘う労働運動・住民

運動を構築しよう。 
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レイバーフェスタ２００５ 
 

たたかいは文化であり 
文化はたたかいである 

佐々木有美（ビデオプレス） 
レイバーフェスタ２００５が１２月１１日（日）東京し

ごとセンターで開催された。今年で４回目になる労働者の

文化祭典だ。労働者・労働運動という言葉も文化という言

葉も今の日本では肩身が狭くなってしまったが、文化（映

像や音楽）を通して労働運動の現実や魅力をより多くの

人々に伝えていこうというのがこのフェスタの一番のね

らいだ。当日は、朝の開始から参加者がつめかけ、夕方５

時の終了までに３００人が来場した。 

今年のフェスタは、英国鉄道の分割民営化を描いたケ

ン・ローチ監督の『ナビゲーター』で始まり、レイバーソ

ングＤＪ、韓国の労働音楽グループ・コッタジのコンサー

ト、そして一般公募による「３分ビデオ」でしめくくられ

た。レイバーソングＤＪは今回はじめての企画だった。ソ

ウルフラワーがチンドン風に歌う明治時代の労働歌『聞け

万国の労働者』もよかったが、現代の労働者を歌った『お

そうじ おばちゃん』(憂歌団）『東京フリーターブリーダ

ー』（赤い疑惑）『ガンバッテヤンド』（ディアマンテス）

などは、こういう歌を作り歌っている人たちがいるという

ことを知っただけでも勇気づけられるものがあった。それ

にしても『がんばろう』以後、闘いの場で歌う歌をわたし

たちは生み出してこなかった。その思いは、後に続いたコ

ッタジのコンサートを聴いてますます強くなった。 

コッタジ・コンサートが始まると会場はすぐに熱気に

つつまれた。かれらの歌は韓国労働運動が生み出した歌だ。

韓国の労働者をはげましてきた歌は、ことばの壁をこえて

わたしたちに訴えってくる。そして何より楽しくみんなの

気持ちをひとつにした。  

「たたかいは文化であり、文化はたたかいである」とい

うコッタジメンバーのことばは、闘いが文化を生み出し文

化が闘いをすすめるという、両者の切っても切れない関係

を端的に表現していた。日本の労働者が『がんばろう』以

後、闘いの歌をもてなかったのは、歌を生み出すだけの力

をもった運動がなかったことと、文化の力を運動に生かそ

うとする視点が労働運動に欠けていたことの証明ともい

える。わたしたちは韓国の文化運動に深く学ぶ必要がある。 

年々人気を増している３分ビデオは今回初めてメイ

ン企画になった。２２本の応募作品には、非正規労働、セ

クハラ・ジェンダー問題、反戦運動、郵政民営化、アスベ

スト問題、国鉄闘争などが描かれ、これらの作品群は日本

の労働者がおかれている現状と闘いを映す万華鏡のよう

だった。参加者からは共感と支持の声が多く寄せられた。

今回の応募者にはまったくの初心者も６人いた。労働者自

身の表現活動として３分ビデオは今後もますます注目さ

れていくだろう。そしてこうした表現活動が、日本の労働

運動の沈滞を破る力となっていくことをわたしは信じる。

「たたかいは文化であり、文化はたたかいである」。  
 

充実した大阪レイバーフェスタ 
 １２月３日、大阪で「レイバーフェスタ２００５ 

OSAKA」が「エル・おおさか南館ホール」で行われた。フ

ェスタ２回目になる今回は、前年より１時間延長し、より

充実した内容を目指した。 

 はじめに上映されたのは、イタリアの「聖者が店にやっ

て来る」やスペインの「ヨマンゴ・タンゴ」など、労働運

動をテーマにした外国のドキュメンタリー小編である。音

楽やダンスで運動を楽しくやろうという気持ちが伝わり、

明るい開幕になった。 

 続いて「ユニオン座」改め「いこ☆る座」による書き下

ろし創作劇「未来たちの詩」の上演。大阪のかばん卸商で

働く女性たちが、残業、シングルマザーの子育て、パート

化、セクハラなど、さまざまな課題に直面するというスト

ーリーで、組合を作って現実を変えようとする女性たちの

姿が生き生きと表現されていた。 

 休憩のあとは、「花は土に咲くキャラバン隊」による歌

と演奏、そして３分間公募ビデオの東京分、続いてフェス

タのメイン映像であるマイケル・ムーア監督の初期ドキュ

メンタリー長編「ロジャー＆ミー」が上映された。 

 最後は大阪募集の３分間ビデオ８本の上映と制作者の

小スピーチ。前年の３分ビデオを見て、「これなら自分に

もできる」「自分たちの争議を映像にしたい」という気持

ちになり、はじめてビデオカメラを回して作ったという作

品も数本あった。アンケートでは、このうち「非正規労働

者～立命館の乱」「天プラ廃油で地球を救おう」「ＮＯとい

う勇気―セクハラ＋解雇」などが好評だった。 

 今回から休憩時間には争議団体や女性団体による飲み

物と軽食、雑貨販売などが行われ、よりフェスタらしい雰

囲気になった。参加者が１１０人と、前回より少し減った

のが残念だが、アンケートは４６通も集まり「若い人にも

っと見てもらいたい」「来年は仲間に呼びかけて、もっと

多くで来たい」などの声が寄せられた。（小山帥人記） 
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スウェーデンからHej！５(後編) 

榊原 裕美 

1970年代のスウェーデン 

－私たちはどこを曲がり間違えたのか 

 

1968年の世界同時の反体制運動、意義申し立ての季節

を経て、新しい社会運動の高まりの大きなうねりを背景に、

70年代が、戦後の高度成長大衆消費社会が左からの批判

にさらされ革新的なイデオロギーが沸き起こったのと同

時に、オイルショックで曲がり角を迎え、右派の批判が強

まる時期でもあったのは世界共通だろう。日本でも、ウー

マンリブはもとより、住民運動や市民運動、公害反対運動、

障害者解放運動などのラジカルな問題提起があって、79

年大学入学の私はその70年代の残り香をかいだ。こうし

た状況の中で日本の労働運動はどうだったのか。右傾化と

左傾化のヘゲモニー争いだった70年代を総括する必要を

強く感じている。 

 

70年代 女性解放運動の統合と労働側攻勢 

 

ウーマンリブによる女性たちの運動の高まりに応える

形でスウェーデン社民党政府は、労働省に男女平等委員会

をつくり、報告書（７８年）を出させた（邦訳「「スウェ

ーデン/女性解放の光と影」勁草書房」）。その中身は今読

んでもそのラジカルな問題提起に目を見開かされる思い

がする。 

「男社会の官僚制や技術主義が切り捨ててきたすべての

ものをこれまで女性は請け負ってきた。女性たちがまだ開

発されてない社会的潜在能力に気づき、自分たちの“集団

の力”をもってすれば、男性社会が考慮しなかった価値を

発展させられる。 

 専門化/分化は多面性と全人生を踏みにじる暴力であり、

性役割はこうした暴力である。そして平等は、家族と仕事

の組み合わせの問題だけでなく、組み合わされるもの自身、

つまり幸福の問題も関係する。財産の所有ではなく、行動

の自由を増す資源を得ること。 

 女性解放とは女性を“男に成りすませる”以上のもの

だ。 

 平等が最終的に目指すのは“分割不可能な全人間”を作

ることである。それは私的役割を公的なものと統合し、再

生産の役割を生産におけるものと統合することだから、役

割の変化は女性だけでなく男性も完全に巻き込むことに

なる。」 

 この報告書で最も感動的なのは職業生活を経済的自立

のための手段化することなく、工場の外での幸福とともに

中での幸福を志向していることである。家族という工場の

疎外を埋め合わせる外の緩衝帯が、階級の反目を鈍らせて

いること、そして女性はブルジョア的家族の中で、弱者の

存在を割り当てられてきたが、歴史の中で女性たちは常に

生産的であったこと。そして「行動がお互いに独立してい

て、利己主義的ではなく、しかし、部分は全体の中にあっ

てしかも全体を作り出しているのを知っている存在」とし

て、社会が核化している状態では自己決定は架空の話にな

ると看破していることなど、労働者文化や連帯と女性解放

をいかに成り立たせるかの枠組みが新鮮に見える。 

 しかし、たとえこうした理念と運動を抜きにしたとして

も・・・、ＬＯ社民党政治が、女性を労働市場に出し、組

織労働者にしていったことは、決定的に賢明な選択だった。 

 管理職組合の攻勢を考えても、産業構造の変化を考えて

も、製造業の（男性）ブルーカラーの組織率は高いままだ

が絶対数が減っていく運命は変えようがない。（実際最近

スウェーデン金属労働者組合 Metalと化学産業労働者組

合は、近年合計10万人の減少をしていることから合併を

した。）60年は22％、70年には29％だった女性の割合が、

80年には40％、現在46％(半分近く)になった。もし女性

を未組織労働者のままにしていたら、他国と同様組合員の

減少はとどめようがなかっただろう。68年53％だった女

性の組織率は現在男性より高い。（2002年で、男性の組織

率81％に対して女性の組織率85％。）、 

 現在このLO中で一番大きな組合は、ＳＫＡＦ（地方自

治体職員労働組合 60万人）、そのうちほとんどは女性だ

 
ケルンの大聖堂の前のヒロシマナガサキの集い。平和を祈ってろ

うそくを・・・、強風ですぐ消えてしまいました。（2005/8/5） 
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（公共部門の女性比率は8割近い）。ゆえにＬＯの現女性

委員長が就任挨拶で「組合員はフェミニストでなければな

らない」と述べたのはあながち奇異なことではない。民主

主義に向かって前進するときに女性の役割がとても大き

いことを歴史から学んでいるのか、アンデルセンの指摘の

ように「20世紀半ばの束の間の幕間に登場した歴史的例

外」である男性賃金が不可能な脱工業化にむかう社会にお

いて、70年代女性たちを家庭から組織労働者の労働市場

に参入させたことは、この労働者国家にとって決定的に大

切なことだった。多くの公務員組合員にとって、政府がど

の政党より社民党であることは、最良の選択であるだろう。

彼女たちは社民党政権の大きな票田である。 

女性を労働市場に引き出すことで、労働者国家の組織労

働者の絶対数、納税者と労働者政党への支持者を増やした

ことは、これからのち、社民党が幾多の逆境を経てなお政

権の座に位置できる大きな安心であろう。 

ともあれ、運動と人々の意識の盛り上がりの中スウェー

デンでは、70年代社民党単独政権末期、次々と、「12月の

妥協」以来の使用者の「採用の自由」の領分を蚕食し、労

働者の権利を拡充する法律が矢継ぎ早に制定された。取締

役会の代表権法、職場における労働組合の位置における法

律、職場環境法、など100人以上の企業には労働組合の代

表の重役を1人置かせ、労働組合の発言力を経営の面でも

浸透させ、労働組合が職場の様々な安全や時間の管理に対

して意見を言えるように定めた。のみならず、74年の雇

用保護法では有期の労働者の採用を厳しく規制し、76年

共同決定法は使用者による採用や配転への労働組合の拒

否権を保障した。 

これらの法律のおかげで、戦後の短い主婦化のあと女性

の雇用への登場という他の国でも見られた産業構造の変

化の中でも、「男性専用クラブの正規労働者参入を阻まれ

ての非正規雇用としての女性労働の出現」は法律的に抑え

られ、不利な雇用形態による不安定雇用、男性賃金の家計

補助、という形での参入が避けられ、労働者の権限の拡充

により女性に働きやすい条件整備（正規労働の短時間化な

ど）もできた。 

実はレーン・メイドナーモデルをはじめ、社会的連帯賃

金で、同一労働同一賃金そして再配分による平等を求めた

やり方は、高度成長期の企業にとってもそれほど不都合で

はなかった。業績に応じない賃金、そして、経営規模の小

さな企業淘汰で、国内での同業種の競争は激しくなく企業

の寡占・独占を進められたのである。そういう意味では元

財閥系などの同業種内の苛烈な競合のある日本の資本の

環境とは好対照かもしれない。労働者からは収入の半分を

税金にし、20％近くを消費税で取りながら、教育や、福利

厚生の費用は政府が拠出している（16ヶ月にわたる育児

休業の有償分は、企業ではなく、政府の拠出である）のに

加え、企業に対しての税制は意外なほど過重ではない（現

在２８％）。社民政権が再配分機能を最大限果たしながら

労働者の連帯と権限を進めたが、資本の収益にはそれがマ

イナスではないどころか、むしろプラスにさえなっていた

のである。ゆえに長期社民政権が永らえたともいえるし、

こうした企業の力で経済成長も牽引されたといえる。 

労働側も資本側もお互いの取引の中で実利を最大限に

引き出すプラグマティズムの中で維持されてきたのだっ

た。 

 

労働者連帯基金はスウェーデンの社会主義化だったか 

 

中央交渉による連帯賃金というスウェーデンモデルが、

労働者の平等と福祉国家をもたらしたが、同時に業績のよ

い企業に過剰な利益とも呼ばれる蓄積をもたらし、企業の

権力の集中を促進した皮肉な結果に労働側は満足しなか

った。1976年ＬＯに採択された労働者連帯基金は、労働

側をさらに優位にするための、労働組合による企業所有を

求める構想だった。各会社の利潤に基づき強制的に新株を

発行させ、組合が管理する基金に移管させ、労働組合をス

ウェーデンの全主要産業の多数派株主にさせることを意

図したものだ。従業員50人以上の全企業に利潤の20％を

労働者連帯基金に分担金として支払わせ、20年から40年

で、労働者基金が企業の株の 50％を所有することになる

だろうとされた。 

当時、多くの国で、労働者生産協同組合の実験などが行

われていた。1971年のＵＣＳ（アッパークライド造船所）、

73年のフランスのリップ(時計)、74年の日本の浜田精機

(印刷機械)などが代表的であるが、倒産企業の労働者自主

管理による企業再建と、イギリスのルーカスエアロスペイ

ス社のような、対案戦略運動などの運動が各地に起こった

のである。私自身が労働現場に入る動機になったのは、ル

ーカスエアロスペイス社の労働者戦略（軍需産業企業だっ

たのを、労働者たちが、障害者に優しい器具やバスなど民

生用の生産を提案した）を日本でもやりたいと思ったこと

が大きい。こうした労働者ヘゲモニーを一気に高めようと

する時代の雰囲気にスウェーデンの左派も影響されての

ことに違いない。だが大企業の多いスウェーデンやドイツ

では倒産企業の自主再建といった具体的な現象の中から

の実践というよりも、巨大企業の中での主導権を組合に奪

還するという制度としての労働側の企業所有課題として

現れたのだろう。 

この労働組合と結びついた社民政府による労働組合へ

の生産手段の所有権蚕食政策ともいえる労働者連帯基金

計画は、まずドイツの社民党で発案、討議された。しかし
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当時のドイツの政党政治の中での右派政党との力関係、ま

たＤＧＢドイツ労働連合の主要組合である IＧメタル(金

属労組)が、経営側の責任を労働者が分担することは、労

働者の労働条件や発言権を強めることを損ねると主張し

反対したので、ドイツでは結局果たしえなかったが、さら

にラジカルな提案がスウェーデンで討議されたのだ。 

スウェーデンでは先に述べた資本の集中状況へのフラ

ストレーションにより当時の最大労組 Metal(金属労組、

ボルボなど自動車産業)がむしろそれに賛成し、また、社

民党単独政権と、労働側の権限拡大的な法律の制定、そし

て女性たちの労働市場への参加と、左傾化の勢いの中で提

案されていく。資本主義の枠内で最大限に労働組合の社会

的基盤を強化が徹底的に追求された上の、この労働側の攻

勢は、既存の資本主義の枠を超えることでさえあったかも

しれない。ＬＯの機関紙には基金で会社をのっとろう、こ

れが資本の所有者から権力を取る方法だと見出しが並び、

提案者のＬＯのエコノミスト、ルドルフ・メイドナー（昨

年12月に8日に91歳で死去）もマルクスを引いて、所有

権の状況の原則的な変革なしに経済民主主義は実現でき

ないとラジオで話していたという。 

当然財界は自らの領分を侵すこの提案にこぞって猛反

発。提案されるや、「スウェーデンに革命！」と新聞の見

出しが躍り、提案者のルドルフ・メイドナーは｢スウェー

デンで最も危険な男｣と書きたてられることとなった。こ

れが保守派の結束を固めた。また一方で反原発世論の高ま

りにより、原発を戦後進めてきた(12基も作られた) 社民

党は、批判にさらされ、76年中央党(元農民同盟)党首が

反原発首相として就任、はじめて社民党政権が覆ることに

なる(しかし保守ブロックの中ではもちろん推進派もある

ので、この保守ブロック政権は混迷することになる)。 

この保守派の混迷は、6年間ののち、経済的ななんら評

価に足る実績を残せぬまま、国民投票での原発凍結という

結果のあと、社民党が悠々と復権。労働者連帯基金を掲げ

ての政権復帰であったが、計画はかなり穏健化された内容

になった。82年政権を奪還した社民党新政権は、83年修

正案を実施し、5つの地域に分けて基金運営委員会を設置

し、各基金は実験終了の90年までに20億クローネ（300

億円）を獲得するとした。しかし91年、またも政権が交

代。保守政権は、連帯基金制度を廃止し、とうとう息の根

を止めた。 

この国論を二部し、結局潰えたラジカルな連帯基金のこ

の地区のプール金、どうも私の留学するヨンショピン大学

ビジネススクールの設立資金になったといううわさをあ

る筋から聞いた。・・・。 

この大学の目玉である中小企業研究や企業精神研究と

はそういうことか・・・。たしかに、中小企業のオーナー

になることで、「企業の所有権」を得ることができる。小

さい企業を作ることによって、集中を分散化できる。大企

業の独占への｢オルタナティブ｣といえなくもない…。 

前期の授業で、日本でほとんど知られていない酒井邦恭

氏がスウェーデン政府に招聘されるほど、「分社」という

手法が取り上げられたのはこういう文脈の中なのかもし

れない・・。ＬＯが進める、「フルタイムが権利で、パー

トは選択肢」という路線で進む政府の調査会では新しい雇

用機会や小さな会社の設立の場合に妨げになるという財

界の反対が多いという。それはまさに私の大学の優等生の

成功者が主張しそうな意見・・・。この素晴らしい校舎も

設備も、労働者の生産手段への蚕食の夢の潰えた結果だと

思うと、複雑な気分になった。 

労働者の企業所有の夢が、起業家を育てるお金として使

われているのはなんとも皮肉だ。（それはまるで、ルーカ

スアエロベース社のような労働者主権の生産点にして、協

同組合の理念としての経済民主主義を生活クラブで達成

しようと労働組合をつくって労働現場でやってきた敗北

の成れの果てに、生協組合員の主婦たちのワーカーズ・コ

レクティブにしか希望をつなげるしかなくなった私の軌

跡のようだ…。） 

中小企業は、日本型の保守基盤でもあり、新自由主義の

サッチャーの政策でもあり、しかしながら大企業のオルタ

ナティブ、「スモール・イズ・ビューティフル」にもなり

える両義的なものだ。生協内のワーカーズ・コレクティブ

化が一見対等契約関係として、新しい働き方を作れる契機

にもなりえると同時に、不安定身分の直接雇用ではない今

“流行り”の業務請負の最悪なフリーター漂流を生み出す

先駆でもあったかもという懐疑は、私を陰鬱にさせる。そ

れはミースが、ゴルツなどの「労働を超えた」オルタナテ

ィブ派の夢想と危険性を批判し、今や緑の党も新自由主義

に対して何の対抗にもならない現状と重なり合うのであ

る…。 

中小企業をめぐる問題は意外に厄介だ。平等で雇用を守

る連帯賃金制度は、労働者に人件費払えない中小企業を冷

酷に淘汰するシステムでもある。社会保障に企業負担を求

めず、労働者の高負担税金でまかない失業者も税金で職業

訓練して、企業に送り込むので大企業優遇政策になりえる。

だからこそスウェーデンの社会主義者は、優遇した企業を

労働者の所有にして、コントロール下に置くことでバラン

スをとるつもりだった。 

日本のように中小企業の淘汰を許さず護送船団方式的

に保護するシステムでは、労働者の生活権より、事業経営

の理論が優先し、労働者は会社中心主義になり、よく働き、

労働者の連帯は育たず、労働者の中に二重構造を持続させ

る。大中小を限らず企業と社会保障まで一蓮托生である。
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この日本方式が、80年代日本の黄金期以後、世界を席巻

し始めたがその影響はスウェーデンも例外ではなかった

ようである。 

挫折した労働者基金、あとの4地域の1200億円がどの

ように使われたのか知らないが、使いようによっては、投

資のプール金や企業の保険のように使うことも可能だし、

へたすれば、国営のヘッジファンド運営なんかだってでき

たかもしれない。ドイツやスウェーデンの保守派のグルー

プが賛成した理論―労働者が企業に出資して助けてくれ

るなら経営にプラス―という考え方だって、実はできなく

はないのである。実際不況期のバッファー（貯水池）とし

て、再浮上の話も聞く。結局は、どちらの主導権なのかと

いう主体の問題にかかってくる。 

スウェーデン生協が、社会主義運動から生まれ、この国

で独占流通業になったように、日本での周辺部の運動態は

この国では中心の制度になる。NPO活動は伝統的に盛んだ

が、それは周辺部ではなく常に制度の中にある。既存生協

の中にオルタナティブ生協ができ、女性運動の中で主婦の

運動がでてくるというような周辺の中からのやむをえぬ

創造性、というベクトルが生まれる素地はこの国にはない。

つまり中心部の許容性が大きいことがその必要をなくし

ているのである。 

 

スウェーデン最強のプレッシャーグループLO 

 

91年からの保守政権によって、70年代のさまざまな労

働者側からの法律案が廃止の憂き目にあった。91年から

の保守政権期では、７０年代の画期的な法律の遺産がほぼ

消えかかった。93年の派遣法では、市場契約の自由と国

家の不介入によって、派遣労働者と職業紹介の規制が緩和

され、ILOの条約から抜けたのをはじめ 74年制定の雇用

保護法の有期雇用の制限は94年にさらに緩和され、共同

決定法の使用者による採用への組合の拒否権は94年に廃

止に廃止されてしまった。90年はじめバブル崩壊で、遅

まきながら一気に経済が悪化し失業が爆発的増えたのも

背景に、有期雇用が増え、若者、特に若い女性に集中した。 

90年には、LOの16歳から24歳までの女性の30％、25

歳から 29歳までの女性の 15％が有期雇用だったのが 99

年にはそれぞれ50％、30％（対する男性は、26％と15％）

になってしまった。しかしまた94年に政権を取り戻した

社民政権は緩和・撤廃された法律をみな再度取り戻した。

今、また環境と左翼党とともに雇用保護法を強化しようと、

1年を上限とする「全ての職種における非正規雇用期間」

を提案している。提案は、現在、12カ月以上非正規雇用

として勤務した労働者には、正規雇用を募集する際に優先

的に採用される権利があるが、12カ月から 6カ月に短縮

することと、12カ月の算定期間を 3年間とし、例えば 3

年間に7カ月の非正規雇用を2回経験していれば、正規雇

用に登用されるのに十分であるという提案だ。 

かくも政権の交代とは、鮮やかな転換をするものか・・

と驚くが、油断をすればすぐ新自由主義の波に乗っていく

のは明らかだ。今年の選挙も油断がならない。 

しかし、政府は選挙によって劇的に変わるかもしれなく

ても、この国の労働者の主導権は、ＬＯが存在する限りな

くならない。市場では、規模の拡大により再配分処置がと

られない限り、差別は拡大され、規模の拡大が進めば、独

占状況で、市場の競争の原理は働かなくなる危険を常に孕

む。独占された企業は、トップの胸先三寸、何の民主主義

の根拠もない(ゆえに労働者所有が進められたわけだが)。

選挙という繰り返される委任行為の民主的な遂行を担保

にして、国家を機能させる以外市場の調整機能はない。そ

して、資本の多寡が市場での力を決めるのだとしたら、力

なき階級の数を頼んだ労働組合がそれを規制するのは、人

類の英知だ。それを忠実にやって見せてきたのがスウェー

デンなのだ。 

 

男女平等は、経済振興策…？男女平等型賃金で資本主

義を勝ち残る 

 

政府による同一労働同一賃金の女性雇用の拡大による

女性の経済的自立は、私企業の男性労働者の賃上げ要求を

鈍らせることを可能にするものだったのだ。実際今回の賃

上げにおいて輸出主導型の民間組合が、公共部門の現場女

性労働者の底上げのために自分たちの賃上げを自粛する、

というありえない美しい話！は、男女格差是正という建前

はありながら、公共部門の妻と、私企業の夫というブルー

カラー同士のカップルが、世帯賃金をあげるためと考えれ

ば、自己犠牲の友愛ではなく、経済利益である―だから自

分の世帯と関係ない医者の賃上げに終結したことに怒っ

 
マリア･ミースとお連れ合い。彼女の自宅のダイニングで一緒に朝食 
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ているのだった。圧倒的に多くの介護・保育職（つまり主

婦延長職）は、主婦労働を社会化することによる税金の現

金拠出と考えれば、民間企業が多くの国で負担する男性賃

金のコストの政府による肩代わり、という国際競争力増進

の国家的経済政策でありえるのだ。これは男女平等という

理念ではなく、非家父長制志向経済政策の実践である、と

考えるならば、私たちは彼我の闘いの歴史までさかのぼり、

社民主義的人間でないことに嘆くことなく、効率的な経済

政策として、採用すればいいだけの話ではある。家父長制

はもはや資本主義の桎梏であり、阻害物である。国際的な

資本主義競争で勝ち残るために、既存の家父長的賃金制度

をやめ、公共事業に投じてきた税金は、今や女性の雇用作

りに投じられるべきで、男女平等な賃金政策を進めるべき

だ。（中国などでは、社会主義国ですすめた男女平等雇用

をそのまま資本主義に適用して工業化と脱工業化の両方

に備えられる有利な条件があるかもしれない？）重工業化

には主婦化がいったんは効率的だがその次の脱工業化段

階ではそれが桎梏になる。 

ぎりぎりと人間を絞るようなやり方では好況は１０年

しか持たなかった。この停滞の15年をもたらした私たち

の70年代のあり方を、きちんと総括すべきだろう。わた

したちの歴史には、国家への不信が抜きがたく、平等より

企業福祉としての生活給に重きを置いた労働運動が、企業

中心主義に加担してしまい、二重構造を許してきたが、し

かし今からでも、方向転換をしない限り、女性をパート化

した市場原理と労働組合の論理は、拡大するばかりで私た

ちの社会はスウェーデンの厳冬よりさらに過酷なものに

なる。（終了） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

編集部より 
△ 発行が予定よりかなり遅れてしまい原稿をお寄せいただいた方にはご迷惑をかけました。 
△ スウェーデン通信は今回で終わりです。また連載を考えたいので、希望があればぜひお寄せください。 

 

 
ベルギーのゲントのＯＸＦＡＭ。22年ぶりに訪れました。当時

と違って若者でなくお年寄りがボランティア 
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